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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第11期 第12期 第13期 第14期 第15期

決算年月 平成22年12月 平成23年12月 平成24年12月 平成25年12月 平成26年12月

売上高 (千円) 7,098,607 10,507,349 18,705,980 22,383,970 28,873,762

経常利益 (千円) 746,074 810,979 1,133,903 1,510,373 1,583,589

当期純利益 (千円) 585,170 596,848 708,472 832,385 931,259

包括利益 (千円) ― 515,737 707,976 837,234 938,164

純資産額 (千円) 3,228,738 3,172,452 3,248,260 3,794,855 6,854,595

総資産額 (千円) 4,560,248 8,479,645 10,303,395 10,371,397 17,921,449

１株当たり純資産額 (円) 23,559.37 12,199.32 3,352.87 39.17 60.62

1株当たり当期純利益 (円) 4,339.19 2,291.43 725.36 8.59 8.60

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 69.1 36.1 31.5 36.6 38.2

自己資本利益率 (％) 19.4 19.2 22.5 23.6 17.5

株価収益率 (倍) 10.9 8.7 10.9 22.7 18.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,084,407 747,824 1,137,772 461,945 1,120,077

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 102,919 △94,534 △2,095,339 △403,712 △6,124,772

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △658,143 576,147 493,869 △1,970,202 5,489,940

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 1,671,715 2,901,154 2,437,457 525,487 1,016,304

従業員数
〔外、平均臨時
雇用者数〕

(名)
292 935 1,119 1,225 1,369

〔15〕 〔45〕 〔145〕 〔167〕 〔2,604〕
 

(注)１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

(注)２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載しておりませ

ん。

(注)３　第13期より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号　平成22年６月30日)、「１

株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号　平成22年６月30日公表分)

及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」(実務対応報告第９号　平成22年６月30日)を適用して

おります。

平成24年７月１日を効力発生日として普通株式１株を２株に株式分割を実施いたしました。１株当たり純資

産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第12期の期首に

株式分割が行われたと仮定して算定しております。また平成25年５月１日を効力発生日として普通株式１株を

２株に、平成25年12月１日を効力発生日として普通株式１株を２株に、それぞれ株式分割を実施いたしまし

た。１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、第13期の期首に株式分割が行われたと仮定して算定しております。

平成26年４月１日を効力発生日として普通株式１株を100株に株式分割を実施いたしました。１株当たり純資

産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第14期の期首に

株式分割が行われたと仮定して算定しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

回次 第11期 第12期 第13期 第14期 第15期

決算年月 平成22年12月 平成23年12月 平成24年12月 平成25年12月 平成26年12月

売上高 (千円) 4,175,094 4,227,864 4,569,935 5,019,029 5,451,450

経常利益 (千円) 637,247 528,924 429,046 401,934 251,309

当期純利益 (千円) 637,633 353,298 240,279 179,074 125,447

資本金 (千円) 979,750 979,750 979,750 979,750 1,380,610

発行済株式総数 (株) 134,960 134,960 269,920 1,079,680 113,068,000

純資産額 (千円) 3,083,379 2,745,655 2,470,812 2,356,993 4,604,013

総資産額 (千円) 4,124,861 5,021,380 7,405,386 7,135,975 13,527,437

１株当たり純資産額 (円) 23,050.02 10,956.93 2,550.38 24.32 40.71

１株当たり配当額
(内、１株当たり
 中間配当額)

(円)
2,000 2,000 1,700 690 4.2

(1,000) (1,000) (1,100) (450) (2)

１株当たり当期純利益 (円) 4,728.22 1,356.39 246.00 1.84 1.15

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 74.8 54.7 33.4 33.0 34.0

自己資本利益率 (％) 20.7 12.9 9.2 7.4 3.6

株価収益率 (倍) 10.0 14.7 32.0 105.5 138.0

配当性向 (％) 42.3 73.3 112.3 170.42 337.3

従業員数
〔外、平均臨時
雇用者数〕

(名)
199 196 183 193 186

〔10〕 〔14〕 〔14〕 〔31〕 〔40〕
 

(注)１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

(注)２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載しておりませ

ん。

(注)３　第13期より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号　平成22年６月30日)、「１

株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号　平成22年６月30日公表分)

及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」(実務対応報告第９号　平成22年６月30日)を適用して

おります。

平成24年７月１日を効力発生日として普通株式１株を２株に株式分割を実施いたしました。１株当たり純資

産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第12期の期首に

株式分割が行われたと仮定して算定しております。また平成25年５月１日を効力発生日として普通株式１株を

２株に、平成25年12月１日を効力発生日として普通株式１株を２株に、それぞれ株式分割を実施いたしまし

た。１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、第13期の期首に株式分割が行われたと仮定して算定しております。

　平成26年４月１日を効力発生日として普通株式１株を100株に株式分割を実施いたしました。１株当たり純

資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第14期の期首

に株式分割が行われたと仮定して算定しております。
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２ 【沿革】

年　　月 事　　業　　内　　容　　の　　変　　遷

平成12年３月 株式会社リンクアンドモチベーションを資本金50,000千円で東京都中央区銀座六丁目に設立

平成12年４月

株式会社リンクアンドモチベーションとして事業を開始。モチベーションマネジメント事業、エント
リーマネジメント事業の営業をスタート

株式会社リクルートとエントリーマネジメント事業における、新卒者採用領域について業務委託契約
を締結

平成12年８月 仕事環境の変革をサポートするプレイスマネジメント事業を開始

平成12年10月
当企業グループの診断技術を具現化した診断商品「エンプロイーモチベーションサーベイ(EMS)」を
リリース

平成13年４月 事業規模拡大のため、東京都中央区銀座三丁目に本社オフィスを移転

平成13年５月
関西圏への商圏拡大のため、大阪市北区梅田一丁目に大阪支社開設。エントリーマネジメント事業の
営業を大阪地区中心にスタート

平成13年８月 本社オフィスが「第14回日経ニューオフィス賞・経済産業大臣賞」を受賞

平成16年３月
社員の福利厚生充実、採用力の向上のため、株式会社リンクダイニング（飲食業）を設立し、有限会
社シーエーピーよりワインレストラン寓の営業を譲受（事業譲受）

平成16年12月
プレイスマネジメント事業の強化を目的とした特定建築業者の許認可取得のため、株式会社リンクプ
レイスを設立

平成17年２月 プライバシーマークを取得

平成18年７月
東海圏への商圏拡大のため、愛知県名古屋市中村区にサテライトオフィス開設。同地区におけるエン
トリーマネジメント事業・モチベーションマネジメント事業の営業を強化

平成19年12月 東京証券取引所市場第二部へ株式上場

平成20年12月 東京証券取引所市場第一部に指定変更

平成21年２月
IR戦略コンサルティングをワンストップで提供する株式会社リンクコーポレイトコミュニケーション
ズ(旧株式会社リンクインベスターリレーションズ)を設立

平成21年４月

各事業のシナジー向上と管理コストの削減を目的として、連結子会社の株式会社リンクアソシアを株
式会社リンクアンドモチベーションに、連結子会社の株式会社イーニュース及び株式会社日本インベ
スターズサービスを連結子会社の株式会社リンクコーポレイトコミュニケーションズに、連結子会社
のワークスリアルター株式会社を連結子会社の株式会社リンクプレイスにそれぞれ吸収合併

平成21年５月

エントリーマネジメント事業に、デジット株式会社の新卒採用支援のサービスを加えることにより、
顧客企業に対するワンストップなサービスを強化するため、デジット株式会社の株式を90％取得し、
連結子会社化

当社のモチベーションエンジニアリング技術を用いて、チームのファンづくりをより一層強化する
ことで、当社の認知・ブランドを向上させるため、株式会社リンクスポーツエンターテインメント
(旧株式会社ドリームチームエンターテインメント栃木)の株式を取得し、100％子会社化

平成21年12月
モチベーションマネジメント事業に会場手配等の各種アウトソースサービスを加えることにより、ワ
ンストップなソリューションの提供を可能とするため、株式会社リンクイベントプロデュース(旧株
式会社リンクツーリスト、旧株式会社ミヒロツーリスト)の株式を取得し、100％子会社化

平成22年２月
エントリーマネジメント事業における、株式会社リクルートとの新卒者採用領域についての業務委託
契約を解消

平成22年11月

当社が有するモチベーションタイプ診断や社会人・大学生に変革の機会を提供する研修ノウハウと、
株式会社栄光が保有する進学指導・教科学習指導・教室運営ノウハウを融合し、顧客のニーズに対応
した、全く新しい教育サービスを展開していくため、株式会社栄光と業務提携契約を締結

モチベーションエンジニアリングを取り入れた学習塾の運営を中心とした教育事業を推進する株式
会社モチベーションアカデミアを設立

平成22年12月
エントリーマネジメント事業における顧客企業に対するワンストップサービスの更なる強化を図るべ
く、連結子会社のデジット株式会社を株式会社リンクアンドモチベーションに吸収合併

平成23年２月
学生を大学入学時から育成して企業の求める人材を動員するという新たなビジネスモデルを形成する
ために、株式会社リンク・アイ(旧株式会社レイズアイ)を設立

平成23年６月
モチベーションエンジニアリングをBtoCビジネスへと積極的に展開するために、全国にPCスクールを
展開する株式会社リンクアカデミー(旧株式会社アビバ）の株式を取得し、100％子会社化

平成24年１月

当社グループから独立した経営体制に移行するため、株式会社リンクプレイスの全株式を譲渡

事業上のメリットがお互いに減少したと判断し、株式会社栄光との業務提携契約を解消

企業のグローバル進出を支援するサービス展開を拡張するため、株式会社リンクグローバルソリュー
ション（旧株式会社インテック・ジャパン）の株式を取得し、100％子会社化

平成24年２月
営業・販売支援サービスを強化するため、株式会社リンク・マーケティング（旧株式会社セールス
マーケティング）の株式を取得し、100％子会社化

平成24年３月 学習塾領域の更なる展開のため、株式会社アヴァンセの株式を取得し、100％子会社化
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平成24年６月
学習塾領域におけるシナジー向上と管理コストの削減を目的として株式会社モチベーションアカデミ
アが株式会社アヴァンセを吸収合併

平成24年10月
採用・動員支援(EM領域)のクリエイティブ機能の強化のため、株式会社フリーポートの株式を取得
し、100％子会社化

平成24年12月
当グループ内でのクリエイティブ機能強化のため、株式会社リンクコーポレイトコミュニケーション
ズが株式会社フリーポートを吸収合併

平成25年１月
スクール領域の拠点展開・サービス展開を拡大するため、大栄教育システム株式会社の株式を取得
し、100％子会社化

平成25年11月 インキュベーション事業推進室を設置し、株式会社リッチメディア・株式会社うちナビに出資

平成25年12月
総合的なキャリアスクールによる個人のキャリアニーズへの対応、また両社の拠点やマーケティング
費用など重複機能のスリム化によってコスト削減を図るため、株式会社アビバが大栄教育システム株
式会社を吸収合併し、株式会社リンクアカデミーに社名変更

平成26年４月 グローバル関連事業の展開を推し進めるため、株式会社インタラックの株式を取得し、100%子会社化

平成26年11月
事務職派遣サービスの強化を行うため、アイリードスタッフ株式会社の株式を取得し、100％子会社
化

平成26年12月
当グループ内での事務職派遣サービス強化と管理コストの削減を目的として株式会社リンク・マーケ
ティングがアイリードスタッフ株式会社を吸収合併
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３ 【事業の内容】

事業の概況

当企業グループは、当社並びに当社の100％連結子会社である株式会社リンクダイニング、株式会社リンクコーポ

レイトコミュニケーションズ、株式会社リンクスポーツエンターテインメント、株式会社リンクイベントプロ

デュース、株式会社モチベーションアカデミア、株式会社リンク・アイ、株式会社リンクアカデミー、株式会社リ

ンクグローバルソリューション、株式会社リンク・マーケティング、株式会社インタラック、及びインタラック社

の子会社である株式会社マクシード、INTERAC AMERICA CO.,LTD.、株式会社セルティ、株式会社セルネート出版と

いう15社から構成されており、世界で初めて「モチベーション」に立脚した「モチベーションエンジニアリング」

という基幹技術を用いて企業変革や個人の成長をサポートしてまいりました。

 「モチベーションエンジニアリング」とは、心理学・行動経済学・社会システム論等、学術的背景をベースにした

技術で、個人の意欲喚起や組織活性化を促進するための手法論です。これまで数千社に渡り展開してきたコンサル

ティングの中で、その手法を進化させ、汎用性のある独自のメソッドとして確立してまいりました。今後は、これ

まで培ってきた基幹技術「モチベーションエンジニアリング」を、コンシューマー向け事業にも適用して事業規模

を拡大してまいります。

 

　当社グループは、サービスの提供形態を基礎とした事業別セグメントから構成されており、「ビジネス部門」及

び「コンシューマー部門」の２つを報告セグメントとしております。

　

　

 

「ビジネス部門」は、企業や学校等の法人をお客様としてビジネス展開している部門であります。当社グループ

の基幹技術であるモチベーションエンジニアリングを活用し、組織を取り巻くステークホルダーとの関係性を強化

することで組織力を向上させるサービスや人材育成支援を展開しております。

　「コンシューマー部門」は、当社グループの基幹技術であるモチベーションエンジニアリングを、スクール・学

習塾・スポーツ等のコンシューマーを対象としたビジネスに適用し、サービスを展開しております。
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４ 【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
(千円)

主要な事業の
内容

議決権の
所有
割合
(％)

関係内容

(連結子会社)      

株式会社リンクダイニ
ング

東京都
中央区

50,000
(コンシューマー部門)

飲食店経営
 

100.0
採用ブランドの向上及び社員の
福利厚生施設としての活用
当社役員の兼任あり（３名）

株式会社リンクコーポ
レイトコミュニケー
ション

東京都
中央区

80,000
(ビジネス部門)

IR領域コンサルティング
クリエイティブ企画制作

100.0
決算説明動画配信、社内報制作
等
当社役員の兼任あり（３名）

株式会社リンクスポー
ツエンターテインメン
ト

栃木県
宇都宮市

50,000
　(コンシューマー部門)
プロスポーツチーム運営

100.0 当社役員の兼任あり（３名）

株式会社リンクイベン
トプロデュース

東京都
中央区

30,000

(ビジネス部門)
各種イベントの企画・演
出・運営・手配およびブラ
ンドやプロモーション戦略

立案・実行支援

100.0
当社グループの研修・イベント
納品
当社役員の兼任あり（３名）

株式会社モチベーショ
ンアカデミア

東京都
中央区

80,000
(コンシューマー部門)
学習塾の運営を中心とした

教育事業
100.0 当社役員の兼任あり（３名）

株式会社リンク・アイ
東京都
中央区

50,000

(ビジネス部門)
大学向け経営コンサルティ
ング、新卒学生の職業紹
介、および大学生・社会人
向け教育サービス等

100.0
当社の新卒採用支援
当社役員の兼任あり（３名）

株式会社リンクアカデ
ミー

東京都
中央区

100,000

(コンシューマー部門)
個人のキャリアアップを支
援する総合キャリアスクー

ル

100.0
当社グループ社員へのPC研修
当社役員の兼任あり（３名）

株式会社リンクグロー
バルソリューション

東京都
中央区

50,000
(ビジネス部門)

異文化研修、ビジネス研
修、語学研修事業

100.0 当社役員の兼任あり（３名）

株式会社リンク・マー
ケティング

東京都
新宿区

100,000

(ビジネス部門)
営業・販売職に特化した労
働者派遣事業・紹介予定派

遣事業等

100.0 当社役員の兼任あり（３名）

株式会社インタラック
東京都
千代田区

97,500

（ビジネス部門）
学校向けALT配置事業、法人
向け語学研修事業及び人材

紹介・派遣事業

100.0 当社役員の兼任あり（３名）

株式会社マクシード
東京都
千代田区

10,000

（ビジネス部門）
学校向けALT配置事業、法人
向け語学研修事業及び派遣

事業

100.0
(100.0)

当社役員の兼任あり（３名）

INTERAC AMERICA CO.,
LTD.
 

アメリカ
合衆国
ユタ州

20,638

（ビジネス部門）
学校向けALT配置事業、法人
向け語学研修事業及び人材

紹介・派遣事業

100.0
(100.0)

当社役員の兼任あり（３名）

株式会社セルティ
東京都
千代田区

20,000

（ビジネス部門）
学校向けALT配置事業、法人
向け語学研修事業及び人材

紹介・派遣事業

100.0
(100.0)

当社役員の兼任あり（３名）
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名称 住所
資本金
(千円)

主要な事業の
内容

議決権の
所有
割合
(％)

関係内容

株式会社セルネート出
版

東京都
千代田区

50

（ビジネス部門）
学校向けALT配置事業、法人
向け語学研修事業及び人材

紹介・派遣事業

100.0
(100.0)

当社役員の兼任あり（３名）

 

 (注)１　「議決権の所有割合」欄の（内書）は間接所有であります。

 (注)２　有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。　

(注)３　株式会社リンクアカデミー、株式会社リンク・マーケティング、株式会社インタラックは、特定子会社であ

ります。

(注)４　株式会社リンクアカデミー、株式会社リンク・マーケティング及び株式会社インタラックについては、売上

高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が10％を超えております。

　　　　(株式会社リンクアカデミー)

 　主要な損益情報等　①売上高　　　　　7,530,618千円

　                  ②経常利益　　　　　545,501千円

　　 　　　　　　　　③当期純利益　　　　513,353千円

　　　 　　　　　　　④純資産額　　　　△121,956千円

　 　　           　⑤総資産額　　　 2,560,201千円

　　　　(株式会社リンク・マーケティング)

 　主要な損益情報等　①売上高　　　　　6,873,921千円

　　 　             ②経常利益　　　　　350,352千円

　　　 　　　　　　　③当期純利益　　　 245,250千円

　　　　　　　　 　　④純資産額　　　　1,105,562千円

　　　　　　　　  　⑤総資産額　　　 2,082,836千円

　　　 　(株式会社インタラック)

 　主要な損益情報等　①売上高　　　　 6,151,780千円

　　　　　       　 ②経常利益　　　　 448,014千円

                  　③当期純利益　　　　262,635千円

            　　　 ④純資産額　　　 1,858,894千円

　　　　　　  　 　⑤総資産額　　　 2,957,415千円
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成26年12月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

ビジネス部門 648(2,537)

コンシューマー部門 721(67)

合計 1,369(2,604)
 

(注) １　従業員数は就業人員であり、従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員（１日８時間換算）

であります。

 

(2) 提出会社の状況

平成26年12月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

186 (40) 31.6 5.6 6,310,946
 

 

セグメントの名称 従業員数(名)

ビジネス部門 186(40)

コンシューマー部門 －

合計 186(40)
 

(注) １　従業員数は就業人員であり、従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員（１日８時間換算）

であります。

　(注) ２　平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。

 

(3) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であります。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【業績等の概要】

(1)業績

当連結会計年度（平成26年1月1日から平成26年12月31日）におけるわが国の経済は、足元では消費税増税影響の

長期化や海外景気の下振れなど不安定な要素も散見されましたが景気全体は緩やかな回復基調で推移しました。　

このような経営環境下、当社グループの当連結会計年度における売上高・各段階利益は、売上高28,873,762千円

（前期比129.0%）、売上総利益10,273,089千円（同117.5%）、営業利益1,669,930千円（同107.2%）、経常利益

1,583,589千円（同104.8%）、当期純利益931,259千円（同111.9%）と、堅調に推移しております。

　当社グループのセグメント区分とサービス領域は下図の通りとなっており、当連結会計年度におけるセグメント

別及び領域別の概況は以下の通りであります。
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《ビジネス部門》

ビジネス部門は、企業や学校等の法人をお客様としてビジネス展開している部門であります。当社グループの基

幹技術であるモチベーションエンジニアリングを活用し、組織を取り巻くステークホルダーとの関係性を強化する

ことで組織力を向上させるサービスや人材育成支援を展開しております。

　当該セグメントでは、平成26年４月より株式会社インタラックが連結範囲に加わったことが大きく影響し、当連

結会計年度における売上高およびセグメント利益は、売上高21,532,178千円（同152.3%）、セグメント利益

7,750,558千円（同136.2%）と、前期と比較して大幅に増加いたしました。当連結会計年度における事業別の概要は

以下のとおりであります。

 

（組織人事コンサルティング事業）

当該事業における当連結会計年度の売上高は6,077,205千円（同113.2%）、売上総利益3,497,796千円（同

104.8%）となりました。

　当該事業は、社員のモチベーションを組織の成長エンジンとする会社“モチベーションカンパニー”を世に多く

輩出することをコンセプトとして活動しております。サービス提供手法としては、独自の診断フレームに基づいて

組織のモチベーション状態を診断し、採用、育成、制度、風土など、組織人事にかかわる様々な変革ソリューショ

ンをワンストップで提供しております。

　当連結会計年度については、モチベーションエンジニアリングの技術を結集して型化された管理職研修や新人社

員研修およびグローバル人材育成研修等のパッケージ商品、組織や個人のモチベーション状態を把握する診断ツー

ルの拡販により、売上高・売上総利益ともに増加いたしました。

　今後は、企業の人材への投資意欲の高まりに呼応し、より本質的な組織課題の解決に向けて商品・サービスの再

編集を進めると共に、自社人材育成にも注力することで、付加価値の向上を実現して更なる事業成長につなげてま

いります。加えて、新たに㈱リンク・リレーション・エンジニアリングを設立し、クライアントの“顧客や応募者

とのリレーション構築”において、データベースを背景にしたコンサルティングから実行までをワンストップで支

援するサービスの提供を開始することで、新たな方向性の事業成長にも努めてまいります。
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（イベント・メディア事業）

当該事業における当連結会計年度の売上高は2,965,478千円（同94.2%）、売上総利益は1,097,771千円（同

98.9%）となりました。

　当該事業は、モチベーションカンパニーを創り上げるために、事業活動における様々なコミュニケーションシー

ンにおけるイベントやメディアを制作しております。イベント制作としては、周年記念イベント、採用説明会、プ

ロモーションイベント、株主総会などの場創りをサポートすることでステークホルダーへの興味や理解を促進し、

組織活性を支援しております。また、メディア制作としては、社内報、会社説明パンフレット、株主向けのアニュ

アルレポートなどの紙メディアに加えて、会社ホームページ、IRページ等のWEBメディア、商品説明映像や株主総会

動画配信などの映像メディアも手がけております。

　当連結会計年度については、高利益率サービスの拡充をテーマに掲げ、高原価率の広告請負サービスの提供を中

止して、モチベーションエンジニアリング技術との親和性の高い社内イベントやステークホルダー向けのコミュニ

ケーションツールの拡販を推進してまいりました。高原価率の広告請負サービスの提供を中止したことに伴い、売

上高は前期比で減少しましたが、周年記念イベントを始めとした利益率の高い企画型の社内イベントの拡販が奏功

し、前期比で利益率向上を実現しております。

　今後は、モチベーションエンジニアリング技術をサービスに注入することで、差別優位性の高い更に高利益率な

商品を開発し、利益率の安定化に努めてまいります。

 

 

（人材紹介・派遣事業）

当該事業における当連結会計年度の売上高は7,491,292千円（同110.9%）、売上総利益は1,838,236千円（同

112.3%）となりました。

　当該事業では、組織の成長において必要となる人材を、紹介や派遣という形式でソリューション提供しておりま

す。主な事業としては、就職を希望している学生を企業の説明会や面接に接続させる新卒動員・紹介事業、転職を

希望している社会人を企業とマッチングさせる中途紹介事業、販売員・事務員などの派遣や企業の営業活動を代行

する派遣・代行事業等を行っております。

　当連結会計年度については、企業の人員補強ニーズの高まりに伴い、販売職・営業職・事務職の全てにおいて派

遣スタッフの稼働数が増加したことに加え、新卒動員・紹介の案件も順調に拡大し、売上高は大幅に増加いたしま

した。また、派遣スタッフの採用環境が厳しさを増す中、当社グループの基幹技術であるモチベーションエンジニ

アリングを駆使して企業とスタッフのマッチング精度を向上させることで、スタッフの稼働長期化を実現しており

ます。その結果、スタッフ募集費用の削減に成功し、売上総利益も前期比で増加いたしました。

　今後も、企業ニーズへのマッチング精度を高めてスタッフ稼働の長期化を更に促進させることで、募集コストの

削減に努めてまいります。また、当社グループのスクール事業でスキルアップした個人にスタッフ登録を促し、企

業への派遣や紹介につなげる活動も更に加速させることで、収益性を高めてまいります。

 

 

（ALT配置事業）

当該事業における当連結会計年度の売上高は6,957,476千円、売上総利益は1,788,073千円となりました。

　当該事業は、平成26年４月に株式取得した株式会社インタラックの主要事業で、全国の小・中学校などへの外国

人指導助手（ALT）の派遣および英語指導の請負をサービスとして提供しております。商機が年に数回と限られ長年

の顧客との信頼が重要である本事業において、民間企業でNO.１の取引実績を誇る株式会社インタラックは競合他社

に対して優位性を確立しており、結果として当連結会計年度においても堅調な推移となりました。

　今後、平成32年に開催される東京オリンピックに向けて、小・中学校の学習指導要領における英語力強化の傾向

は高まる一方です。市場が広がる事業環境下において、株式会社インタラックがこれまで培ってきたALTの労務管理

力に、組織人事コンサルティング事業で培った人材育成手法を新たな強みとして加えることで、更なる事業の拡大

を目指してまいります。
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《コンシューマー部門》

コンシューマー部門では、当社グループの基幹技術であるモチベーションエンジニアリングを、スクール・学習

塾・スポーツ等のコンシューマーを対象としたビジネスに適用し、サービスを展開しております。

　当該セグメントの当連結会計年度における売上高は8,429,232千円（同91.9%）、セグメント利益は3,031,871千円

（同92.8%）と、前期比で減少いたしました。当連結会計年度における事業別の概況は以下のとおりであります。

 

 

（スクール事業）

当該事業における当連結会計年度の売上高は7,773,170千円（同91.5%）、売上総利益は2,729,014千円（同

88.9%）となりました。

　当該事業は、組織に依存することなく主体的・自立的に行動する人材を “アイカンパニー（自分株式会社）”と

定義して、そのアイカンパニーを世に多く輩出することを事業コンセプトに展開しております。サービス内容は、

中高生向けの学習塾の展開と、大学生や社会人向けのキャリアスクールの展開の２つに大別されます。学習塾の展

開では、モチベーションアカデミアをサービスブランドに掲げ、単なる受験指導にとどまらず、社会で活躍するた

めのスキルを鍛える場を提供しております。キャリアスクールの展開では、パソコンスクールのAVIVA、資格スクー

ルのDAIEI、語学スクールのAVIVAイングリッシュの３つをサービスブランドに掲げ、PCスキル、語学スキル等のリ

テラシースキル向上支援とともに資格取得に向けた支援をワンストップで提供しております。

　当連結会計年度については、不採算拠点や隣接拠点の統廃合、管理本部の統合によりコスト圧縮を図り、損益分

岐点の低い事業体への変革を推進してまいりました。その結果、拠点統廃合に伴う受講生の減少により売上高・売

上総利益は共に減少し、統合・撤退に関わる一時的な費用が営業利益の圧縮にも影響する結果となりました。

　今後は、機能統合をスピーディーに推し進め、収益性の高い事業体への改革を加速してまいります。加えて、

トータルキャリアスクールとしての講座の充実を図ると共に、人材紹介・派遣事業と連携したキャリア指導から就

業機会の提供までの総合的なサービスの確立を推し進めることで、既存顧客のロイヤリティ向上と新規顧客の更な

る獲得が実現できるものと考え、スクール事業全体の付加価値向上を目指してまいります。

 

（エンターテイメント事業）

当該事業における当連結会計年度の売上高は690,679千円（同101.6%）、売上総利益は315,133千円（同135.7%）

となりました。

　当該事業は、個人の“生きがいを創出する”をコンセプトに、プロバスケットボールチームの運営と、イタリア

ンレストランの運営を行っております。プロバスケットボールチーム運営では、栃木に拠点を構えるリンク栃木ブ

レックスにおいて、試合観戦のチケット販売やグッズ販売、スポンサー料などを主な売上としております。イタリ

アンレストラン運営では、リンクダイニングの名称で銀座に１店舗を出店しております。

　当連結会計年度において、リンク栃木ブレックスのプレーオフ進出に伴って試合数が増加したことにより、チ

ケット販売が好調に推移いたしました。加えて、プレーオフ進出に伴って高利益率のスポンサー収入が増加し、売

上総利益が大幅に増加いたしました。リンクダイニングについても、事業は堅調に推移し、売上高・売上総利益と

もに前期比で増加しております。

　今後は、引き続きモチベーションエンジニアリング技術を駆使して独自性のある事業展開を目指してまいりま

す。特にリンク栃木ブレックスにおいては、2009-2010シーズンでチームをリーグ優勝に導いたトーマス・ウィスマ

ン氏がヘッドコーチとして就任し、2月末時点で昨年度の最終順位を上回るEASTERN 2位に位置しております。引き

続き、地域密着で地元のコアファンを増やすとともに、チーム力を更に向上させることでリーグ優勝を果たし、事

業の成長につなげてまいります。

 

 

(2)キャッシュ・フローの状況

7.財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 2.財政状態の分析(2)キャッシュ・フローの分析を

ご参照下さい。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当企業グループは、モチベーションを切り口としたコンサルティング業を主体としており、生産実績の記載はし

ておりません。

 

(2) 受注実績

当連結会計年度における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

ビジネス部門 21,404,559 100.7 4,578,711 105.6

コンシューマー部門 7,399,076 80.6 1,625,852 83.9

合計 28,803,636 94.6 6,204,563 98.9
 

(注)１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

(注)２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同期比(％)

ビジネス部門 21,163,660 156.4

コンシューマー部門 7,710,102 87.1

合計 28,873,762 129.0
 

(注)１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

(注)２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

３ 【対処すべき課題】

事業の拡大スピードと共に様々なステークホルダーの皆様からの期待が一層高まる中、以下の３点を全社課題と

して捉え、その対処に向けて積極的に取り組みたいと考えております。

　１点目は、「グループ企業の連携強化」です。事業が多角化していく中で、それぞれのビジネスが個々に存在

し、足し算的に拡大するのではなく、互いにビジネス上の連携を強化していきながら掛け算的に展開していくこと

が、企業規模の拡大スピードや収益性を高めることにつながると考えております。

　２点目は、「ブランドの統一と浸透」です。事業の多角化が進む中で、それぞれの事業が独自のブランドを持っ

ている現状を改善し、統一されたブランドの旗印のもとでグループ企業の連携を強めて総合的なサービスを提供し

ていくことが、収益性の向上につながると考えております。セグメント毎に適切なブランドを形成し、社会への浸

透に努めてまいります。

３点目は、「M&Aを含めた積極的な機能拡充」です。拡大スピードを高めていくためには、新たな領域への積極展

開や、新たな商品サービスラインナップの拡充が必要になります。財務状況を冷静に見極めつつも大胆に判断し、

積極的に未来に向けた投資を進めてまいります。
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４ 【事業等のリスク】

以下において、当企業グループの事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる事項を記載しており

ます。また、必ずしも事業上のリスクとは考えていない事項についても、投資者の投資判断上重要と考えられる事

項については積極的な情報開示の観点から記載しております。当企業グループは、これらのリスク発生の可能性を

認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針でありますが、当社株式に対する投資判断は本稿

以外の記載項目も併せて慎重に行われる必要があると考えております。尚、本文中における将来に関する事項は、

平成27年３月27日現在において当企業グループが判断したものであります。

 

１. 個人情報漏洩等が発生した場合の影響について

　当企業グループは事業特性上、ビジネス部門・コンシューマー部門共に多数の個人のお客様情報をお預かりして

おります。こうした個人情報の取扱いにつきましては、平成15年５月に個人情報保護法が公布・施行されたのに続

き、平成17年４月に完全施行されたことにより今後更に取扱いに注意が必要となります。当社は、平成17年２月に

プライバシーマークを取得して以降、プライバシーマーク更新のための監査に対応しつつ、個人情報の取扱いに関

する社内の整備、定期的な社内研修を実施し、情報管理の強化とその取扱いに十分な注意を払ってまいりました。

　しかしながら、不測の事態が原因で個人情報が外部に漏洩し、情報主体ないしは顧客企業等に被害が生じた場

合、損害賠償請求や社会的信用の失墜等により、当企業グループの業績および財務状況が影響を受ける可能性があ

ります。

 

２. 知的財産権が侵害された場合の影響について

　当企業グループの事業においては、ビジネス部門・コンシューマー部門共に著作権・商標権などの知的財産権の

確保が事業遂行上重要になります。当企業グループでは、商標権の取得や著作権の明示等、更には自社ブランドの

確立及び堅持によってできる限り自身が開発した独自の技術・ナレッジ・ノウハウなどの保護・保全に努めており

ますが、悪意性の高い第三者によるサービスの模倣がなされた場合、当企業グループの営業展開に支障をきたし、

業績や財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

 

３. 特定の人物への依存について

　当社の代表取締役である小笹芳央は、当社の創業者であり、創業以来代表取締役を務めております。当社におき

ましては、優秀な人材の採用・育成を始め、サービスの標準化等を推進することにより、一個人の属人性に依存す

ることのない組織的な事業経営体制を構築しておりますが、現在の当企業グループ全体のブランド形成という側面

におきまして、同氏は重要な役割を果たしております。当該側面におきましても組織的な形成を実現すべく、平成

25年１月に坂下英樹を代表取締役社長に選任する等の体制強化を図っておりますが、何らかの理由により小笹芳央

が当社の業務を継続することが困難となった場合、当社の事業推進等に影響を与える可能性があります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

　 該当する事項はありません。

 
６ 【研究開発活動】

該当する事項はありません。

 

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

１．重要な会計方針及び見積り

当社の連結財務諸表及び財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められた会計基準に基づき作成されて

おります。当社の連結財務諸表で採用する重要な会計方針は、「第一部 企業情報 第５ 経理の状況 １連結財務諸

表等 (1)連結財務諸表 注記事項 (連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)」に記載の通りであります。

また、当社の財務諸表作成で採用する重要な会計方針は、「第一部 企業情報 第５ 経理の状況 ２ 財務諸表等 (1)

財務諸表 注記事項 (重要な会計方針)」に記載のとおりであります。この連結財務諸表及び財務諸表の作成にあ

たっては、過去の実績や状況に応じ合理的と考えられる様々な要因に基づき見積もり及び判断を行っております

が、不確実あるいはリスクが内在しているため、将来生じる実際の結果と異なる可能性があります。

 

２．財政状態の分析

(1) 資産・負債・純資産の分析

当連結会計年度においては、株式会社インタラック及びアイリードスタッフ株式会社の子会社化により、のれん

の増加、売掛金等の増加があったことに伴い、資産合計は前連結会計年度末から7,550,052千円増加し、資産合計は

17,921,449千円となりました。

資産と同様、株式会社インタラック及びアイリードスタッフ株式会社の子会社化に伴う未払金の増加や未払消費

税等の増加があったことに加えて、短期借入金の増加や長期借入金の増加もあり、負債総額は前連結会計年度末か

ら4,490,312千円増加し、11,066,853千円となりました。

純資産合計は前会計年度末に比べ3,059,740千円増加し、6,854,595千円となりました。これは、増資や自己株式

処分により資本金の増加や資本剰余金の増加があったこと等によるものであります。

 

(2) キャッシュ・フローの分析

当連結会計年度において、現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は490,816千円増加し、当連結会計年

度末の残高は1,016,304千円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。

 
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において、営業活動により獲得した資金は、前年同期より658,131千円増加し、1,120,077千円と

なりました。これは主として、税金等調整前当期純利益を1,477,044千円、のれん償却額を675,642千円計上した一

方で、法人税等の支払いにより807,327千円、売上債権の増加により381,568千円減少したためです。

 
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において、投資活動により使用した資金は、前年同期より5,721,060千円増加し、6,124,772千円

となりました。これは主として、連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出4,624,349千円、投資有価証券

の取得による支出907,250千円があったためです。

 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において、財務活動により得た資金は、5,489,940千円の収入（前年同期は1,970,202千円の支

出）となりました。これは主として、短期借入金の増加1,492,290千円、長期借入金による収入2,500,000千円、自

己株式の処分による収入1,743,033千円により増加したためです。

 

EDINET提出書類

株式会社リンクアンドモチベーション(E05727)

有価証券報告書

16/84



 

３．経営成績の分析

（1）売上高

当連結会計年度の売上高は、株式会社インタラック及びアイリードスタッフ株式会社の子会社化に伴い、前期比

29.0％増の28,873,762千円となりました。セグメント別には、ビジネス部門で同56.4％増の21,163,660千円、コン

シューマー部門で同12.9％減の7,710,102千円となりました。

 

（2）売上原価

当連結会計年度の売上原価は、前期比36.4％増の18,600,673千円となり、原価率は64.4％となりました。

 

（3）販売費及び一般管理費

当連結会計年度の販売費及び一般管理費は、前期比19.8％増の8,603,159千円となりました。これは主に、当期

中に株式を取得した株式会社インタラックの販売費及び一般管理費が1,437,501千円増加したこと、株式会社イン

タラック及びアイリードスタッフ株式会社の取得に伴いのれん償却費が164,230千円増加したことによるもので

す。

 

（4）営業利益及び経常利益

当連結会計年度の営業利益は、前期比7.2％増の1,669,930千円となりました。これは主に、株式会社インタラッ

クを子会社化したことによる営業利益の増加によるものです。また、経常利益は、前期比4.8％増の1,583,589千円

となりました。当連結会計年度における営業外収益の主な内訳は、受取手数料が15,752千円であり、営業外費用の

主な内訳は、借入金利息の支払が44,753千円、支払手数料が54,094千円であります。

 

（5）特別損益及び当期純利益

当連結会計年度における特別損益は、106,545千円の損失となりました。これの主な内訳は、特別損失として構

造改善費用39,704千円、固定資産除却損29,571千円、減損損失23,881千円であります。また、法人税、住民税及び

事業税は684,694千円、法人税等調整額は△138,909千円となりました。その結果、当期純利益は、前期比11.9％増

の931,259千円となりました。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度の設備投資については、新規に拠点を展開し、建物附属設備等を取得いたしました。当連結会計年

度の設備投資の総額は749,970千円であり、セグメントごとの設備投資について示すと、次のとおりであります。

 

（1）ビジネス部門

当連結会計年度の主な設備投資等は、新規採用アセスメントツール関連のシステム開発を中心とする総

額　　　　296,729千円の投資を実施しました。

 

（2）コンシューマー部門

当連結会計年度の主な設備投資等は、株式会社リンクアカデミーで使用するオンデマンド講座ソフト開発を中心

とする総額453,240千円の投資を実施しました。

 

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

平成26年12月31日現在

事業所名
(所在地)

セグメントの名称
設備の
内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)建物付属

設備
工具、器具
及び備品

ソフト
ウエア

リース
資産

合計

本社オフィス
（東京都中央区）
ほか２支社

ビジネス部門 業務施設 183,847 49,764 120,937 39,866 394,414
186　
(40)

 

(注)１　従業員数は就業人員であり、従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員（１日８時間換算）

であります。

(注)２　上記の他、連結子会社以外のものから賃借している主な設備は下記の通りです。

事業所名 設備の内容 年間賃借料(千円)

本社 本社オフィス 187,492

大阪支社 大阪支社オフィス 62,678

東海支社 東海支社オフィス 13,949
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(2) 国内子会社

会社名
事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の
内容

帳簿価額(千円)
従業員
数
(名)建物付属

設備

工具、器
具

及び備品

ソフト
ウエア

リース
資産

合計

株式会社
リンク
アカデ
ミー

本社オフィ
ス

（東京都中
央区）のほ
か123教室

コ ン
シ ュ ー
マー部門

業務施設 194,277 22,378 153,315 243,036 613,006
701
(49)

株式会社
リンク・
マーケ
ティング

東京本社
（東京都新
宿区西新
宿）ほか7支

店

ビジネス
部門

業務施設 9,548 15,503 6,396 － 31,448
166
(34)

株式会社
インタ
ラック

本社オフィ
ス（東京都
千代田区）
のほか12支
店

ビジネス
部門

業務施設 13,017 10,343 114,435 13,902 151,698
179
(2,441)

 

(注)１　従業員数は就業人員であり、従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員（１日８時間換算）

であります。

(注)２　上記の他、連結子会社以外のものから賃借している主な設備は下記の通りです。

事業所名 設備の内容 年間賃借料(千円)

横浜支店 株式会社インタラック横浜支店 7,580

大阪支店
株式会社リンク・マーケティング
大阪支店

7,092

名古屋支店
株式会社リンク・マーケティング
名古屋支店

4,543

福岡支店
株式会社リンク・マーケティング
福岡支店

4,128
 

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

（1）重要な設備の新設等

　　　該当する事項はありません。

 

（2）重要な設備の除却等

　　　該当する事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 400,000,000

計 400,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成26年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年３月30日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 113,068,000 113,068,000
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株でありま
す。

計 113,068,000 113,068,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当記載事項はございません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当記載事項はございません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当記載事項はございません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
　
(千円)

資本金残高
　
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年７月１日 134,960 269,920 － 979,750 － 734,595

平成25年５月１日 269,920 539,840 － 979,750 － 734,595

平成25年12月１日 539,840 1,079,680 － 979,750 － 734,595

平成26年４月１日 106,888,320 107,968,000 － 979,750 － 734,595

平成26年６月10日 3,000,000 110,968,000 235,800 1,215,550 235,800 970,395

平成26年６月26日 2,100,000 113,068,000 165,060 1,380,610 165,060 1,135,455
 

　

(注)　株式の分割

　平成24年７月１日に普通株式１株を２株に株式分割したことにより、134,960株増加しております。平成

25年５月１日に普通株式１株を２株に株式分割したことにより、269,920株増加しております。平成25年12

月１日に普通株式１株を２に株式分割したことにより、539,840株増加しております。また平成26年４月１

日に普通株式１株を100株に株式分割したことにより、106,888,320株増加しております。

(注)　増資

　平成26年６月10日を払込期日とする一般募集並びにオーバーアロットメントによる売出しによる増資によ

り、発行済株式総数が3,000,000株、資本金及び資本準備金がそれぞれ235,800千円増加しています。

　平成26年６月26日を払込期日とする第三者割当による増資により、発行済株式総数が2,100,000株、資本
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金及び資本準備金がそれぞれ165,060千円増加しています。

１. 有償一般募集

　　発行価格　　　 164円

　　引受価格　　157.20円

　　資本組入額　 78.60円

２. 有償第三者割当（オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資）

　　発行価格　　　 164円

　　引受価格　　157.20円

　　資本組入額　 78.60円　

　　割当先　　大和証券株式会社

 

(6) 【所有者別状況】

平成26年12月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株式
の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

－ 19 40 48 34 5 6,816 6,962 －

所有株式数
(単元)

－ 92,743 14,920 470,731 7,240 48 533,667 1,119,349 1,133,100

所有株式数
の割合(％)

－ 8.2 1.3 41.6 1.6 0.0 47.2 100.0 －
 

(注) １．株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第２位を四捨五入して表示しております。また、自己株

式200株については、個人その他に含めております。

２．平成26年２月14日開催の取締役会決議に基づき、平成26年４月１日付で１株を100株に株式分割するととも

に、１単元の株式数を100株とする単元株制度を採用しております。

 

(7) 【大株主の状況】

平成26年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社フェニックス 東京都中央区佃１丁目11番９号1906 45,200,000 39.98

リンクアンドモチベーション
従業員持株会

東京都中央区銀座３丁目７番３号
銀座オーミビル

7,644,000 6.76

勝呂　彰 東京都港区 7,024,600 6.21

坂下　英樹 千葉県千葉市中央区 3,680,000 3.25

榊原　清孝 東京都港区 3,680,000 3.25

小笹芳央 東京都中央区 3,203,200 2.83

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,985,400 1.76

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町2丁目11番3号 1,534,200 1.36

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口9）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,325,000 1.17

押見　史久 東京都中央区 1,010,000 0.89

計 ― 76,286,400 67.47
 

(注)　持株比率は自己株式（200株）を控除して計算しております。
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成26年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
自己保有株式

200
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

111,934,700
1,119,347 ―

単元未満株式
普通株式

1,133,100
― ―

発行済株式総数 113,068,000 ― ―

総株主の議決権 ― 1,119,347 ―
 

 

② 【自己株式等】

平成26年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社リンクアンド
モチベーション

東京都中央区銀座
３丁目７番３号　
銀座オーミビル

200 ― 200 0.00

計 ― 200 ― 200 0.00
 

 

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】

普通株式
 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

　　該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

　　該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

当事業年度における取得自己株式 200 44

当期間における取得自己株式 － －
 

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

11,088,000 1,743,033 － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

－ － － －

その他 － － － －
     

保有自己株式数 200 － 200 －
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３ 【配当政策】

　当社は、当該期の業績、今後の経営環境、投資計画などを総合的に勘案の上、株主に対するより積極的かつ長期安定

的な利益還元を行っていくことを配当の基本方針としております。内部留保金につきましては、事業の拡大と効率化に

向けたM&A、人材、設備への投資に充当し、業容拡大、企業価値向上に努めてまいります。また、剰余金の配当の回数に

ついては、機動的な株主還元ができるよう、年4回の四半期配当を導入してまいります。配当金の決定機関は取締役会で

あります。

　当連結会計年度においては、平成26年４月１日付けにて普通株式１株を100株に株式分割を行い、また第２四半期に

22.2％の増配を行った結果、第１四半期に0.9円、株式分割後の第２四半期に1.1円、第３四半期に1.1円、第４四半期に

1.1円、年間配当4.2円を実施いたしました。

　また、翌連結会計年度につきましては、株主の方々に、安定的に配当を実施するために、当連結会計年度の方針と同

様に四半期ごとに1.1円、年間配当4.4円を予定しております。

　基準日が第15期連結会計年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。
　

決議年月日 配当金の総額（千円） １株当たり配当額（円）

平成26年５月９日
取締役会決議

87,192 0.9

平成26年８月８日
取締役会決議

124,374 1.1

平成26年11月14日
取締役会決議

124,374 1.1

平成27年２月13日
取締役会決議

124,374 1.1
 

　(注)　本事業報告中の記載金額・株数は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

 

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 

回次 第11期 第12期 第13期 第14期 第15期

決算年月 平成22年12月 平成23年12月 平成24年12月 平成25年12月 平成26年12月

最高(円) 52,500 56,300 79,100 75,700 283

最低(円) 36,600 37,100 26,510 16,350 135
 

(注)１　最高・最低株価は、東京証券取引所における株価を記載しております。

(注)２　平成24年７月１日を効力発生日として普通株式１株を２株に株式分割を実施しました。また、平成25年５月

１日を効力発生日として普通株式１株を２株に、平成25年12月１日を効力発生日として普通株式１株を２株

に、それぞれ株式分割を実施いたしました。

 平成26年４月１日を効力発生日として普通株式１株を100株に株式分割を実施いたしました。

 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

 

月別 平成26年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 177 172 173 168 165 172

最低(円) 161 145 162 135 146 155
 

(注)１　最高・最低株価は、東京証券取引所における株価を記載しております。
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５ 【役員の状況】
 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(株)

代表
取締役
会長

― 小笹　芳央
昭和36年
５月18日

昭和61年４月
平成12年３月
平成21年２月

 

平成21年５月
 

平成21年10月
 

平成23年６月
平成23年11月
平成24年１月
平成24年１月
平成24年２月
平成25年１月
平成25年１月
平成25年１月
平成26年４月

株式会社リクルート入社
当社設立、代表取締役社長
株式会社リンクインベスターリレーションズ(現：株式会社リ
ンクコーポレイトコミュニケーションズ)設立、取締役会長
（現任）
株式会社リンクスポーツエンターテインメント取締役会長（現
任）
株式会社リンクツーリスト(現：株式会社リンクイベントプロ
デュース)取締役会長（現任）
株式会社リンクアカデミー取締役会長(現任)
株式会社フェニックス代表取締役社長(現任)
株式会社リンク・アイ取締役会長(現任)
株式会社リンクグローバルソリューション取締役会長(現任)
株式会社リンク・マーケティング取締役会長(現任)
当社代表取締役会長(現任)
株式会社モチベーションアカデミア取締役会長(現任)
株式会社リンクダイニング取締役会長(現任)
株式会社インタラック取締役会長（現任）

注４ 48,403,200

代表
取締役
社長

― 坂下　英樹
昭和42年
８月30日

平成３年４月
平成12年３月
平成23年１月
平成24年１月
平成25年１月

株式会社リクルート入社
当社設立、取締役
当社取締役（ウエストカンパニー担当）
当社取締役（エントリーマネジメントカンパニー担当）
当社代表取締役社長(現任)

注４ 3,680,000

取締役
グループ
デザイン
本部担当

大野　俊一
昭和42年
５月23日

平成４年10月 青山監査法人（Price　Waterhouse)入所

注４ 460,000

平成10年７月 PwCコンサルティング株式会社（現：日本アイ・ビー・エム株
式会社）入社

平成14年７月 当社入社
平成20年３月 当社取締役（グループデザイン本部担当、現任）
平成22年11月 株式会社モチベーションアカデミア設立、取締役（現任）
平成23年１月 株式会社リンクダイニング取締役（現任）
平成23年３月 株式会社リンクコーポレイトコミュニケーションズ取締役（現

任）
平成23年６月 株式会社リンクアカデミー取締役(現任)
平成25年１月 株式会社リンクイベントプロデュース取締役(現任)
平成25年１月 株式会社リンクスポーツエンターテインメント取締役（現任）
平成25年１月 株式会社リンク・アイ取締役(現任)
平成25年１月 株式会社リンクグローバルソリューション取締役(現任)
平成25年１月 株式会社リンク・マーケティング取締役(現任)
平成26年４月 株式会社インタラック取締役（現任）

取締役 ― 澤田　貴司
昭和32年
７月12日

昭和56年４月 伊藤忠商事株式会社入社

注４ ―

平成９年５月 株式会社ファーストリテイリング入社
平成10年11月 株式会社ファーストリテイリング取締役副社長
平成15年１月 株式会社ＫＩＡＣＯＮ代表取締役社長
平成17年10月 株式会社リヴァンプ代表取締役（現任）
平成20年６月 株式会社野村総合研究所社外取締役（現任）
平成24年４月 カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社社外取締役（現

任）
平成25年６月 セコム株式会社社外取締役（現任）
平成26年６月 株式会社ケーズホールディングス社外取締役（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(株)

監査役
（常勤）

― 本田　寛
昭和38年
１月８日

昭和61年４月 株式会社リクルート入社

注５ 800,000

平成６年４月 輿石善清税理士事務所入所
平成12年10月 当社取締役
平成14年２月 当社監査役(現任)
平成16年３月 株式会社リンクダイニング設立、監査役（現任）
平成21年２月 株式会社リンクインベスターリレーションズ(現：株式会社リ

ンクコーポレイトコミュニケーションズ)設立、監査役（現
任）

平成21年５月 株式会社リンクスポーツエンターテインメント監査役（現任）
平成21年10月 株式会社リンクツーリスト(現：株式会社リンクイベントプロ

デュース)監査役（現任）
平成22年11月 株式会社モチベーションアカデミア設立、監査役（現任）
平成23年２月 株式会社リンク・アイ設立、監査役（現任）
平成23年６月 株式会社リンクアカデミー監査役(現任)
平成25年１月 株式会社リンクグローバルソリューション監査役(現任)
平成25年１月 株式会社リンク・マーケティング監査役(現任)
平成26年４月 株式会社インタラック監査役(現任)

監査役
（非常
勤）

― 木村　英一
昭和34年
７月２日

昭和58年４月 株式会社リクルートセンター（現：株式会社リクルート）入社

注５ 32,000

平成15年８月 有限会社HRT設立、代表取締役社長（現任）
平成16年３月 株式会社キャリアアシスタンス監査役（現任）
平成16年３月 エリアリンク株式会社監査役
平成17年６月 株式会社ナレッジ＆ワークス取締役（現任）
平成18年５月 特定非営利活動法人キャリアカウンセリング協会監事（現任）
平成18年７月 当社監査役（現任）

監査役
（非常
勤）

― 冨永　兼司
昭和30年
２月11日

昭和54年４月 株式会社リクルートセンター（現：株式会社リクルート）入社

注５ 378,400

平成11年５月 株式会社キャリアプラン設立、代表取締役社長（現任）
平成12年１月 インフォテクノスコンサルティング株式会社監査役（現任）
平成12年３月 当社監査役（現任）
平成12年６月 株式会社ゲームフリーク取締役（現任）
平成12年12月 株式会社ポケモン取締役（現任）
平成13年４月 有限会社キャリアデザイン設立、代表取締役社長（現任）
平成15年７月 株式会社アイジャスト（現：株式会社リンクアンドモチベー

ション）監査役
平成18年５月 株式会社キャリアエージェント取締役（現任）

計 53,753,600
 　
　
(注)１　取締役　澤田 貴司は、社外取締役であります。

(注)２　監査役　冨永 兼司は、社外監査役であります。

(注)３　監査役　木村 英一は、社外監査役であります。

(注)４　取締役の任期は、平成26年12月期に係わる定時株主総会終結の時から平成27年12月期に係わる定時株主総会

終結の時までであります。

(注)５　監査役　本田 寛、冨永 兼司および木村 英一の任期は、平成26年12月期に係わる定時株主総会終結の時から

平成30年12月期に係わる定時株主総会終結の時までであります。

(注)６　所有株式数は提出日現在の株数を記載しております。

(注)７　代表取締役会長　小笹 芳央の所有株式数は、小笹の資産管理会社である株式会社フェニックスの株式数も合

算して記載しております。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

＜コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方＞

当社は、「私たちはモチベーションエンジニアリングによって組織と個人に変革の機会を提供し意味のあふれる社

会を実現する」というミッションのもと、公正で透明性の高い経営に取り組むことを基本的な考えとしております。

その実現のため、株主の皆様やお客様をはじめ、取引先、地域社会、従業員等各ステークホルダーと良好な関係を築

き、長期的視野の中でグループ企業価値の向上を目指すべく中長期計画や年度計画を基本に経営活動を推進しており

ます。

取締役会を経営の基本方針や重要課題並びに法令で定められた重要事項を決定するための最高意思決定機関と位置

づけ、原則月１回開催するとともに、事業経営にスピーディーな意思決定と柔軟な組織対応を可能にするため、取締

役やグループ子会社社長等が出席する経営会議を原則月２回開催しております。

加えて、業務執行に関する監視、コンプライアンスや社内規程の遵守状況、業務活動の適正性かつ有効性を監査す

るため、監査役が取締役会及び経営会議に出席することで議事内容や手続き等につき逐次確認いたしております。ま

た、内部監査ユニットを置いて内部監査を実施し、監査結果を定期的に社長に報告しております。

ディスクロージャーに関しましては、会社法、金融商品取引法に定められた情報開示はもとより、取引所が定める

「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等に関する規則（適時開示規則）」に基づく情報開示は、上場会社と

しての当然の責務と考えております。また、株主・機関投資家・個人投資家・顧客等に向けたＩＲ活動も重要な企業

責任であるとの認識に立っており、一般に公正妥当と認められた企業会計基準を尊重し、監査法人のアドバイス等を

積極的に受け入れ、制度としてのディスクロージャーの他、リスク情報を含めた自発的なディスクロージャーにも重

点を置き、透明性、迅速性、継続性を基本として積極的な情報の開示に努めてまいります。
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①  企業統治の体制

　（企業統治の体制の概要とその体制を採用する理由）

当社は、監査役制度を採用しております。重要事項に関する意思決定及び監督機関としての取締役会、業務執行機

関としての代表取締役、監査機関としての監査役会という、会社法に規定される株式会社の機関制度を採用しており

ます。

 

　

取締役会については、以下の方針で運営しております。取締役会は取締役３名、監査役３名で開催しており、迅速

に経営判断ができるよう運営しております。原則として月１回の取締役会を開催し、重要な議案が生じた場合には適

宜取締役会を開催しております。取締役会には、監査役３名も出席し、取締役会の意思決定を監視することとしてお

ります。また、取締役とグループ子会社社長等による当企業グループの経営会議を月２回開催しており、業務執行に

おける指示伝達及び意見交換を図っております。尚、当社の取締役は12名以内とする旨定款にて定めております。

一方、監査役会は常勤監査役１名と非常勤監査役２名（内、社外監査役２名）の計３名で構成されており、原則と

して月１回監査役会を開催し、取締役会の適正運営を確認する等、取締役の業務執行を監視するとともに、コンプラ

イアンス上の問題点等について意見交換を行っております。また、内部監査人及び会計監査人と適宜議論の場を設

け、相互に連携を図ることで、監査役監査はもとより、内部監査、会計監査の実効性の向上を図っております。

当社は、従来より社外取締役を選任しておりませんが、実効性の高い監査の実施により、経営監視の客観性・中立

性は確保できると考えており、本体制を採用しております。
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　（企業統治に関する事項－リスク管理体制の整備の状況）

当社は経営に対するリスクに総合的に対処・対応するため内部統制部門であるグループデザイン本部内に、リスク

マネジメント担当を置いております。リスクマネジメント担当を中心に、情報漏えい、災害対応をはじめとする、当

社経営をとりまくリスクに対応する予防策を検討し、必要な業務ルールの見直し、情報システムの整備、社員教育の

徹底等の活動をしております。

また、万が一緊急事態が発生した場合の報告系統を社内において広報し、徹底しております。

 

② 内部監査及び監査役監査

　（内部監査）

内部監査につきましては、社長直轄の内部監査ユニットを置き、内部監査人１名が社長からの指示により必要な監

査・調査を定期的に実施し、業務執行の妥当性・効率性やリスク管理体制の遵守・整備状況などを幅広く検証してお

ります。その結果を社長に報告し、その後の進捗管理を行うなどその機能の充実に日々努め、これを経営に反映させ

ております。内部監査人の人員は１名ではありますが、内部監査規程に基づき、必要に応じて内部監査人以外の従業

員を臨時に監査担当者に任命でき、支援可能な体制を構築しております。

　（監査役監査）

監査役については、現在３名で構成されております。常勤監査役が１名と、非常勤監査役が２名（内、社外監査役

２名）であります。常勤監査役の本田寛氏は、税理士資格を保有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を

有しており、当社の監査業務に活かしております。各監査役は、毎月１回開催される取締役会及び毎月２回開催され

る経営会議など重要な会議に出席し、取締役の職務執行を十分監視できる体制となっております。また、適宜監査業

務の結果報告やコンプライアンス上の問題点等につき意見交換を行い、必要に応じて取締役会に勧告を行っておりま

す。

 

上記監査を担当する内部監査人、監査役、さらに会計監査人は、相互に連携し、それぞれの監査の実効性の向上に

努めております。また、内部統制部門であるグループデザイン本部とも、適宜会議を設ける等連携を強化しており、

監査の実効性のみならず、コーポレート・ガバナンスの実効性の確保に努めております。

 

③ 社外取締役及び社外監査役

当社の社外取締役は１名、社外監査役は２名であります。

当社は、社外取締役及び社外監査役の選任に関する基準又は方針について明文化していないものの、その選任にあ

たっては、一般株主と利益相反の生じるおそれがないよう、東京証券取引所の「上場管理等に関するガイドライン」

を参考として総合的に判断しております。

本書提出日現在、社外監査役 冨永兼司氏が当社株式378,400株、また、社外監査役 木村英一氏が当社株式を32,000

株保有しておりますが、いずれの社外取締役・社外監査役とも、この他に当社との間に人的関係、資本的関係、取引

関係、その他の利害関係がなく、独立性が保たれていると判断しております。また、社外取締役・社外監査役各氏が

役員を務める各社とは、通常の営業取引はあるものの、人的関係、資本的関係を含め、特別な利害関係はございませ

ん。

社外取締役は企業の経営に関する豊富な経験と高い見識を有しており、独立性のある社外取締役として、当社の経

営体制及びコーポレート・ガバナンス強化に貢献する役割を担うことを期待しております。

社外監査役各氏は、他社における経営者としての豊富な経験・知見等を有しており、会社より独立した公正で客観

的な立場から、当社の監査業務を行っております。各氏の大局的な見地からの意見等は、当社のコーポレート・ガバ

ナンスの実効性確保に貢献しております。

また、前述のとおり、常勤監査役を含む当社監査役各氏は、内部監査人、会計監査人と積極的な意見交換・情報交

換を通じて相互に連携を図っており、また必要に応じて内部統制部門であるグループデザイン本部に対して社内のリ

スク管理状況について改善策を講じるよう進言を行っており、実効性の高い監査の実施に努めております。

以上のとおり、当社において社外取締役及び社外監査役は、その期待される機能・役割を発揮いただいており、そ

の選任状況は充分であると考えております。
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④  役員の報酬等

イ  提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

 

役員区分
報酬等の総額
(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数
(名)基本報酬

ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役
(社外取締役を除く。)

89,100 89,100 － － － 3

監査役
(社外監査役を除く。)

9,600 9,600 － － － 1

社外役員 7,200 7,200 － － － 2
 

 

ロ  提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

　　　　　連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

 

ハ  使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

　　　　　該当事項はありません。

 

ニ  役員の報酬等の額の決定に関する方針

当社は、取締役の役割を、グループ全体の経営方針・戦略の策定、業務執行、そして従業員の業務執行への

助言・監督を行うことによって企業価値を高めることとしております。役員報酬は、会社への貢献度、在籍年

数、業績への貢献度などを加味し、取締役会および監査役会にて決定しております。

　一方、監査役の報酬につきましては、監査役の協議により定める固定報酬とし、企業の業績に左右されない

適正な報酬が確保されることで、その独立性を保障しております。
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⑤  株式の保有状況

イ  保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

該当事項はありません。

 

ロ 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目

的

該当事項はありません。

 

ハ  保有目的が純投資目的である投資株式

 

 

前事業年度
(千円)

当事業年度
(千円)

貸借対照表
計上額の合計額

貸借対照表
計上額の合計額

受取配当金
の合計額

売却損益
の合計額

評価損益
の合計額

非上場株式 188,900 1,095,622  － － －

非上場株式以外の株式 － 24 0 － －
 

 

⑥ 会計監査の状況

会計監査につきましては、あらた監査法人と監査契約を締結しております。平成26年12月期において、当社の会計

監査業務を執行した公認会計士は山本昌弘氏であります。会計監査業務に係る補助者は、公認会計士6名、その他14名

であります。

 

⑦　剰余金の配当等の決定機関

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除き、株

主総会の決議によらず取締役会の決議によって定める旨を定款に定めております。これは、剰余金の配当等を取締役

会の権限とすることにより、機動的な配当政策及び資本政策を図ることを目的とするものであります。

 

⑧　取締役の選任及び解任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらない旨を定款にて定めております。

　また、解任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の過半数を有する株主が出席し、その議決

権の３分の２以上をもって行う旨を定款にて定めております。

 

⑨　取締役及び監査役の責任免除

当社は、取締役及び監査役が職務の遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できるよう、取締役及び監査役の責

任を会社法で定める範囲内において、取締役会の決議によって免除することができる旨を定款にて定めております。

 

⑩　株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の議

決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款にて定めております。

これは、株主総会における定足数を緩和させることにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであ

ります。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

 

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

提出会社 29,600 8,000 29,600 11,600

連結子会社 － － － －

計 29,600 8,000 29,600 11,600
 

 

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

 

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

前連結会計年度

当社が監査公認会計士等に対して報酬を払っている非監査業務の内容は、内部統制等のアドバイザリー・

サービス業務であります。

当連結会計年度

当社が監査公認会計士等に対して報酬を払っている非監査業務の内容は、内部統制等のアドバイザリー・

サービス業務及びコンフォートレターであります。

 

④ 【監査報酬の決定方針】

当社では、監査法人と協議した上で、当社の規模・業務の特性等に基づいた監査日数・要員数等を総合的に勘

案し決定しております。
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第５ 【経理の状況】

 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

 なお、当連結会計年度（平成26年１月１日から平成26年12月31日まで）の連結財務諸表に含まれる比較情報につい

ては、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成24年９月21日内

閣府令第61号）附則第３条第２項により、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、当事業年度（平成26年１月１日から平成26年12月31日まで）の財務諸表に含まれる比較情報については、

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成24年９月21日内閣府令

第61号）附則第２条２項により、改正前の財務諸表規則に基づいて作成しております。

　また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成26年１月１日から平成26年12月31

日まで)及び事業年度(平成26年１月１日から平成26年12月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、あらた監

査法人の監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っています。具体的には、会計基準等の変更

等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、情報収集及

びコミュニケーションを行うとともに、各種セミナー等に参加することにより、会計基準等の内容を適切に把握する

ことに努めています。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成25年12月31日)

当連結会計年度
(平成26年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 555,487 1,016,304

  受取手形及び売掛金 2,582,310 3,944,691

  商品 117,579 95,330

  仕掛品 295,255 341,154

  原材料及び貯蔵品 17,804 35,368

  前払費用 252,290 294,593

  繰延税金資産 261,166 333,549

  短期貸付金 343 6,806

  未収還付法人税等 1,031 -

  その他 141,677 149,788

  貸倒引当金 △29,636 △18,964

  流動資産合計 4,195,311 6,198,624

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物附属設備 661,360 931,009

    減価償却累計額 △398,624 △518,974

    建物附属設備（純額） 262,736 412,034

   車両運搬具 8,812 11,933

    減価償却累計額 △8,728 △11,147

    車両運搬具（純額） 83 785

   工具、器具及び備品 547,665 639,078

    減価償却累計額 △462,740 △527,676

    工具、器具及び備品（純額） 84,924 111,402

   リース資産 283,755 506,460

    減価償却累計額 △111,551 △204,804

    リース資産（純額） 172,203 301,656

   有形固定資産合計 519,948 825,879

  無形固定資産   

   のれん 3,821,745 7,804,410

   ソフトウエア 288,726 436,886

   その他 3,282 124,238

   無形固定資産合計 4,113,754 8,365,535

  投資その他の資産   

   投資有価証券 213,683 1,123,054

   敷金及び保証金 1,229,825 1,187,791

   繰延税金資産 14,984 126,772

   破産更生債権等 8,977 13,053

   その他 83,889 82,881

   貸倒引当金 △8,977 △13,053

   投資その他の資産合計 1,542,382 2,520,499

  固定資産合計 6,176,085 11,711,914

 繰延資産   

  株式交付費 - 10,910

  繰延資産合計 - 10,910

 資産合計 10,371,397 17,921,449
 

 

EDINET提出書類

株式会社リンクアンドモチベーション(E05727)

有価証券報告書

34/84



 

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成25年12月31日)

当連結会計年度
(平成26年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 335,376 233,855

  短期借入金 260,273 1,752,563

  1年内返済予定の長期借入金 327,240 673,512

  未払金 1,031,929 1,642,889

  リース債務 65,125 109,070

  未払費用 116,793 166,483

  未払法人税等 385,584 391,111

  未払消費税等 183,402 720,241

  前受金 2,002,319 1,603,845

  賞与引当金 226,747 179,770

  役員賞与引当金 - 949

  店舗閉鎖損失引当金 23,299 18,259

  その他 124,985 297,615

  流動負債合計 5,083,077 7,790,168

 固定負債   

  長期借入金 1,054,980 2,752,188

  リース債務 124,428 206,539

  繰延税金負債 6,422 41,518

  資産除去債務 49,218 65,474

  その他 258,414 210,965

  固定負債合計 1,493,463 3,276,685

 負債合計 6,576,541 11,066,853

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 979,750 1,380,610

  資本剰余金 734,595 2,146,648

  利益剰余金 2,807,677 3,315,803

  自己株式 △731,840 △44

  株主資本合計 3,790,182 6,843,017

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 4,672 6,006

  為替換算調整勘定 - 5,571

  その他の包括利益累計額合計 4,672 11,577

 純資産合計 3,794,855 6,854,595

負債純資産合計 10,371,397 17,921,449
 

 

 

 

 

 

 

 

 

EDINET提出書類

株式会社リンクアンドモチベーション(E05727)

有価証券報告書

35/84



② 【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

           (単位：千円)

          前連結会計年度
(自 平成25年１月１日
　至 平成25年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年12月31日)

売上高 22,383,970 28,873,762

売上原価 13,641,799 18,600,673

売上総利益 8,742,170 10,273,089

販売費及び一般管理費 ※１  7,184,070 ※１  8,603,159

営業利益 1,558,100 1,669,930

営業外収益   

 受取利息 2,241 453

 受取配当金 522 112

 受取手数料 13,543 15,752

 その他 10,380 7,608

 営業外収益合計 26,688 23,927

営業外費用   

 支払利息 39,770 44,753

 支払手数料 22,269 54,094

 その他 12,375 11,420

 営業外費用合計 74,415 110,268

経常利益 1,510,373 1,583,589

特別利益   

 投資有価証券売却益 9,325 -

 退職給付制度終了益 27,680 -

 その他 736 -

 特別利益合計 37,742 -

特別損失   

 固定資産除却損 ※２  78,552 ※２  29,571

 店舗閉鎖損失引当金繰入額 16,873 13,388

 事業構造改善費用 25,483 39,704

 減損損失 ※３  120,886 23,881

 その他 31,107 -

 特別損失合計 272,902 106,545

税金等調整前当期純利益 1,275,212 1,477,044

法人税、住民税及び事業税 555,476 684,694

法人税等調整額 △112,649 △138,909

法人税等合計 442,827 545,785

少数株主損益調整前当期純利益 832,385 931,259

当期純利益 832,385 931,259
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【連結包括利益計算書】

           (単位：千円)

          前連結会計年度
(自 平成25年１月１日
　至 平成25年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年12月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 832,385 931,259

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 4,848 1,333

 為替換算調整勘定 - 5,571

 その他の包括利益合計 ※1  4,848 ※1  6,904

包括利益 837,234 938,164

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 837,234 938,164
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③【連結株主資本等変動計算書】

 前連結会計年度(自 平成25年１月１日　至 平成25年12月31日)

 (単位：千円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 979,750 734,595 2,265,931 △731,840 3,248,436

当期変動額      

新株の発行 - - - - -

自己株式の処分 - - - - -

自己株式の取得 - - - - -

剰余金の配当 - - △290,640 - △290,640

当期純利益 - - 832,385 - 832,385

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

- - - - -

当期変動額合計 - - 541,745 - 541,745

当期末残高 979,750 734,595 2,807,677 △731,840 3,790,182
 

 

 
その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券評価差

額金
為替換算調整勘定

その他の包括利益累計

額合計

当期首残高 △176 - △176 3,248,260

当期変動額     

新株の発行 - - - -

自己株式の処分 - - - -

自己株式の取得 - - - -

剰余金の配当 - - - △290,640

当期純利益 - - - 832,385

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

4,848 - 4,848 4,848

当期変動額合計 4,848 - 4,848 546,594

当期末残高 4,672 - 4,672 3,794,855
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 当連結会計年度(自 平成26年１月１日　至 平成26年12月31日)

 (単位：千円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 979,750 734,595 2,807,677 △731,840 3,790,182

当期変動額      

新株の発行 400,860 400,860 - - 801,720

自己株式の処分 - 1,011,193 - 731,840 1,743,033

自己株式の取得 - - - △44 △44

剰余金の配当 - - △423,133 - △423,133

当期純利益 - - 931,259 - 931,259

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

- - - -  

当期変動額合計 400,860 1,412,053 508,125 731,795 3,052,835

当期末残高 1,380,610 2,146,648 3,315,803 △44 6,843,017
 

 

 
その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券評価差

額金
為替換算調整勘定

その他の包括利益累計

額合計

当期首残高 4,672 - 4,672 3,794,855

当期変動額     

新株の発行 - - - 801,720

自己株式の処分 - - - 1,743,033

自己株式の取得 - - - △44

剰余金の配当 - - - △423,133

当期純利益 - - - 931,259

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

1,333 5,571 6,904 6,904

当期変動額合計 1,333 5,571 6,904 3,059,740

当期末残高 6,006 5,571 11,577 6,854,595
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前連結会計年度
(自 平成25年１月１日
　至 平成25年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純利益 1,275,212 1,477,044

 減価償却費 309,438 483,776

 減損損失 120,886 23,881

 のれん償却額 511,411 675,642

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,180 △8,417

 賞与引当金の増減額（△は減少） 66,149 △81,212

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） △17,043 949

 投資有価証券売却損益（△は益） △9,325 -

 退職給付引当金の増減額（△は減少） △188,536 -

 店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） △129,292 △29,668

 固定資産除却損 78,552 29,571

 受取利息及び受取配当金 △2,763 △565

 支払利息 39,770 44,753

 長期未払金の増減額（△は減少） - △47,445

 売上債権の増減額（△は増加） △436,778 △381,568

 たな卸資産の増減額（△は増加） △197,522 △39,190

 仕入債務の増減額（△は減少） 9,642 △101,520

 未払金の増減額（△は減少） △49,670 △190,587

 前受金の増減額（△は減少） △413,794 △400,935

 未払消費税等の増減額（△は減少） 54,163 439,963

 その他 △136,208 70,248

 小計 882,107 1,964,718

 利息及び配当金の受取額 2,840 876

 利息の支払額 △38,803 △45,560

 法人税等の支払額 △438,116 △807,327

 法人税等の還付額 53,917 7,369

 営業活動によるキャッシュ・フロー 461,945 1,120,077

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の払戻による収入 - 30,000

 出資金の払込による支出 △8,000 -

 有形固定資産の取得による支出 △153,699 △376,499

 有形固定資産の売却による収入 1,796 -

 無形固定資産の取得による支出 △196,505 △209,595

 投資有価証券の取得による支出 △188,900 △907,250

 投資有価証券の売却による収入 13,193 -

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

- ※２  △4,624,349

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

※２  82,055 ※２  40,429

 貸付けによる支出 - △110,666

 短期貸付金の回収による収入 1,550 -

 敷金及び保証金の差入による支出 △149,103 △49,027

 敷金及び保証金の回収による収入 199,457 81,911

 その他 △5,556 274

 投資活動によるキャッシュ・フロー △403,712 △6,124,772

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の増減額（△は減少） △208,010 1,492,290

 長期借入れによる収入 200,000 2,500,000

 長期借入金の返済による支出 △1,588,170 △535,253

 株式の発行による収入 - 801,720

 リース債務の返済による支出 △82,565 △93,760

 自己株式の取得による支出 - △44
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 自己株式の処分による収入 - 1,743,033

 配当金の支払額 △291,456 △418,045

 財務活動によるキャッシュ・フロー △1,970,202 5,489,940

現金及び現金同等物に係る換算差額 - 5,571

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,911,969 490,816

現金及び現金同等物の期首残高 2,437,457 525,487

現金及び現金同等物の期末残高 ※１  525,487 ※１  1,016,304
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【注記事項】

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　　14社

連結子会社の名称

　　株式会社リンクダイニング

　　株式会社リンクコーポレイトコミュニケーションズ

　　株式会社リンクスポーツエンターテインメント

　　株式会社リンクイベントプロデュース

　　株式会社モチベーションアカデミア

　　株式会社リンク・アイ　　

　　株式会社リンクアカデミー

　　株式会社リンクグローバルソリューション

　　株式会社リンク・マーケティング

　　　株式会社インタラック

　　　株式会社マクシード

　　　INTERAC AMERICA CO.,LTD.

     株式会社セルティ

　　　株式会社セルネート出版

（注）なお、当連結会計年度より株式会社インタラック、株式会社マクシード、INTERAC AMERICA CO

LTD.、株式会社セルティ及び株式会社セルネート出版の計５社を連結子会社に含めております。これは当

連結会計年度において株式会社インタラックの株式を取得したことによって子会社化したことによるもの

です。

(2) 非連結子会社に該当するものはありません。

 

２．持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

 

４．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定)を採用しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

ロ　たな卸資産

当社及び連結子会社の一部は、主として、個別法による原価法を採用しております。また、その他の連結子会

社は、主として、総平均法による原価法を採用しております。(いずれも収益性の低下による簿価切下げの方法に

より算定)
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ　有形固定資産(リース資産を除く)

定率法によっております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物附属設備３～18年

　工具器具備品２～20年

ロ　無形固定資産(リース資産を除く)

定額法によっております。なお、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間（５年）に基

づいております。

ハ　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

イ　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

ロ　賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため将来の支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上しております。

ハ　役員賞与引当金

役員賞与の支払に備えるため、当連結会計年度末において、負担すべき支給見込額を計上しております。

ニ　店舗閉鎖損失引当金

事業所の閉鎖・移転により発生する損失に備えるため、期末時点で当該拠点閉鎖損失額を合理的に見積もるこ

とが可能な拠点について、翌期以降の損失見込額を計上しております。

(4) のれんの償却方法及び償却期間

のれんについては、合理的な判断のもと個別に償却期間を見積もり、当該期間に毎期均等額償却しております。

(5) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっております。

(6) その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

 

(会計方針の変更)

　該当事項はありません。
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(連結損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費の主な内訳は次のとおりです。

 
前連結会計年度

(自 平成25年１月１日
至 平成25年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年１月１日
至 平成26年12月31日)

従業員給与 1,953,138千円 2,557,855千円

賞与引当金繰入額 95,251千円 79,686千円

広告宣伝費 1,343,317千円 1,266,105千円
 

　

※２　固定資産除却損の内訳は次のとおりです。

 
前連結会計年度

(自 平成25年１月１日
至 平成25年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年１月１日
至 平成26年12月31日)

建物附属設備 8,464千円 20,464千円

工具、器具及び備品 －千円 7,273千円

ソフトウエア 67,058千円 －千円

その他 3,030千円 1,832千円

計 78,552千円 29,571千円
 

　

※３　減損損失

前連結会計年度（自　平成25年１月１日　至　平成25年12月31日）

前連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

用 途 種類 減損損失

PC・資格講座の教室65拠点
（イオンモール札幌平岡校他）

建物附属設備
工具、器具及び備品等

90,859千円

事務所３拠点
（愛知県名古屋市他）

建物附属設備
工具、器具及び備品等

18,235千円

本社事務所
(東京都中央区)

ソフトウェア等 11,790千円

計 ー 120,886千円
 

　　　※種類毎の内訳

（PC・資格講座の教室）

建物附属設備　64,159千円・敷金保証金　23,628千円・工具、器具及び備品　2,731千円、長期前払費用233千

円、ソフトウェア105千円

（事務所）

建物附属設備　9,104千円・敷金保証金　7,522千円・工具、器具及び備品　1,609千円

（本社事務所）

ソフトウエア　11,225千円・建物附属設備　505千円・工具、器具及び備品　60千円

　

当社グループは原則として、ビジネス部門は事業単位、コンシューマー部門は教室単位、遊休資産についてはそ

れぞれ個別の物件毎にグルーピングを行っております。当連結会計年度において収益性が低下した教室及び撤退

の意思決定を行った教室について、転用可能な資産を除き正味売却価額は零であり、当該減少額を減損損失とし

て特別損失として計上いたしました。また事務所の資産については、株式会社リンクアカデミーの事務所を移転

することを取締役会で決議したことに伴い、将来的な使用見込みがないものについて回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。本社事務所の資産については、将来的な使用見込み

がないものについて回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております
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(連結包括利益計算書関係)

※１　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

(自 平成25年１月１日
至 平成25年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年１月１日
至 平成26年12月31日)

その他有価証券評価差額金   

　当期発生額 13,293千円 2,072千円

　組替調整額 △9,325千円 －

　　税効果調整前 3,967千円 2,072千円

　　税効果額 880千円 △738千円

　　その他有価証券評価差額金 4,848千円 1,333千円

為替換算調整勘定   

　当期発生額 － 5,571千円

　組替調整額 － －

　　税効果調整前 － 5,571千円

　　税効果額 －　 －

　　為替換算調整勘定 － 5,571千円

その他の包括利益合計 4,848千円 6,904千円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度（自　平成25年１月１日　至　平成25年12月31日）

１.　発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当連結会計年度期首

株式数（株)

当連結会計年度

 増加株式数（株)

当連結会計年度

 減少株式数（株)

当連結会計年度末

 株式数（株)

普通株式　 269,920 809,760 － 1,079,680

合　計 269,920 809,760 － 1,079,680
 

(変動事由の概要)

平成25年５月１日を効力発生日として普通株式１株を２株に、平成25年12月１日を効力発生日として普通株式１

株を２株に、それぞれ株式分割したことによるものです。

 

２.　自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首

株式数（株)

当連結会計年度

 増加株式数（株)

当連結会計年度

 減少株式数（株)

当連結会計年度末

 株式数（株)

普通株式　 27,720 83,160 － 110,880

合　計 27,720 83,160 － 110,880
 

(変動事由の概要)

平成25年５月１日を効力発生日として普通株式１株を２株に、平成25年12月１日を効力発生日として普通株式１

株を２株に、それぞれ株式分割したことによるものです。

 

３.　新株予約権等に関する事項

　    該当事項はありません。

 

４.　配当に関する事項

(1)配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総
額
(千円)

１株当た
り
配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成25年２月８日

取締役会
普通株式 72,660 300 平成24年12月31日 平成25年３月25日

平成25年５月10日

取締役会
普通株式 72,660 300 平成25年３月31日 平成25年６月25日

平成25年８月９日

取締役会
普通株式 72,660 150 平成25年６月30日 平成25年９月25日

平成25年11月８日

取締役会
普通株式 72,660 150 平成25年９月30日 平成25年12月25日

 

 

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　以下につきましては、平成26年２月14日に開催された取締役会にて決議されております。

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の
 総額
（千円）

１株当たり
 配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成26年２月14日
取締役会

普通株式 利益剰余金 87,192 90 平成25年12月31日 平成26年３月25日

 

（注）当社は会社法第459条第１項第４号の規定に基づき、取締役会の決議により剰余金の配当

が行うことができる旨を定款に定めております。
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当連結会計年度（自　平成26年１月１日　至　平成26年12月31日）

１.　発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当連結会計年度期首

株式数（株)

当連結会計年度

 増加株式数（株)

当連結会計年度

 減少株式数（株)

当連結会計年度末

 株式数（株)

普通株式　 1,079,680 111,988,320 － 113,068,000

合　計 1,079,680 111,988,320 － 113,068,000
 

(変動事由の概要)

発行済株式の増加は、平成26年4月1日をもって1株を100株に株式分割を実施したこと及び公募増資等（一般募集

並びにオーバーアロットメントによる売り出しによる増資及び第三者割当増資）によるものです。

 

２.　自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首

株式数（株)

当連結会計年度

 増加株式数（株)

当連結会計年度

 減少株式数（株)

当連結会計年度末

 株式数（株)

普通株式　 110,880 10,977,320 11,088,000 200

合　計 110,880 10,977,320 11,088,000 200
 

(変動事由の概要)

自己株式の増加は平成26年4月1日をもって1株を100株に株式分割したことによるものです。自己株式の減少は公

募による自己株式の処分によるものです。

 
３.　新株予約権等に関する事項

　    該当事項はありません。

 

４.　配当に関する事項

(1)配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成26年２月14日
取締役会

普通株式 87,192 90 平成25年12月31日 平成26年３月25日

平成26年５月９日
取締役会

普通株式 87,192 0.9 平成26年３月31日 平成26年６月25日

平成26年８月８日
取締役会

普通株式 124,374 1.1 平成26年６月30日 平成26年９月26日

平成26年11月14日
取締役会

普通株式 124,374 1.1 平成26年９月30日 平成26年12月25日
 

 

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　以下につきましては、平成27年２月13日に開催された取締役会にて決議されております。

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の
 総額
（千円）

１株当たり
 配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成27年２月13日
取締役会

普通株式 利益剰余金 124,374 1.1 平成26年12月31日 平成27年３月25日

 

（注）当社は会社法第459条第１項第４号の規定に基づき、取締役会の決議により剰余金の配当

が行うことができる旨を定款に定めております。
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

(自 平成25年１月１日
至 平成25年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年１月１日
至 平成26年12月31日)

現金及び預金 555,487千円 1,016,304千円

預け入れ期間が３ヵ月を超える
定期預金

△30,000千円 －千円

現金及び現金同等物 525,487千円 1,016,304千円
 

 

※２　株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

 前連結会計年度（自　平成25年１月１日　至　平成25年12月31日）

株式の取得により新たに大栄教育システム株式会社を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳、並び

に株式の取得価額と取得による収入（純額）との関係は次のとおりであります。

 流動資産 290,125千円

固定資産 402,460千円

のれん 1,384,843千円

 流動負債

 固定負債

△1,698,044千円

△359,384千円

株式の取得価額 20,000千円

現金及び現金同等物 102,055千円

差引：株式取得による収入 82,055千円
 

 

 当連結会計年度（自　平成26年１月１日　至　平成26年12月31日）

　株式の取得により新たに株式会社インタラックを連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳、並びに

株式の取得価額と取得による支出（純額）との関係は次のとおりであります。　

 流動資産 1,494,174千円

固定資産 238,994千円

のれん 4,577,479千円

 流動負債

 固定負債

△1,113,113千円

△90,090千円

株式の取得価額 5,107,443千円

現金及び現金同等物 483,093千円

差引：株式取得による支出 4,624,349千円
 

　　

　株式の取得により新たにアイリードスタッフ株式会社を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳、

並びに株式の取得価額と取得による収入（純額）との関係は次のとおりであります。

流動資産 131,640千円

固定資産 2,471千円

のれん 80,828千円

流動負債
固定負債

△97,677千円

△82,263千円

株式の取得価額 35,000千円

現金及び現金同等物 75,429千円

差引：株式取得による収入 40,429千円
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(リース取引関係)

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1) リース資産の内容

有形固定資産

主として、各拠点に設置の複合コピー機・サーバ等の器具備品です。

(2) リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項（2）重要な減価償却資産の減

価償却の方法」に記載のとおりです。
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(金融商品関係)
　
１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金計画に基づき必要な資金を銀行借入により調達し、また、資金運用については短期的な預

金等安全性の高い金融資産で運用することを基本としております。デリバティブ取引は利用しておらず、また投機

的な取引は行わない方針です。

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。短期貸付金は、貸付先の信用リ

スクに晒されております。敷金及び保証金は保有会社の信用リスクに晒されております。投資有価証券は、業務上

の関係を有する企業の株式等であり、市場価格の変動リスクに晒されております。営業債務である買掛金は、その

ほとんどが１か月以内の支払期日であります。短期借入金、１年内返済予定の長期借入金及び長期借入金は、主に

運転資金及び買収資金に係る資金調達を目的としたものであり、流動性リスクに晒されております。

 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、営業債権についてはグループデザイン本部が総括し、取締役会で随時営業債権の状況を共有しておりま

す。取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減をはかっ

ております。短期貸付金についても、貸付先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回

収懸念の早期把握や軽減をはかっております。敷金及び保証金については契約時に保有会社の与信管理を行い、定

期的に保有会社の与信状況の確認を行っております。連結子会社についても、当社の与信管理規定に準じて、同様

の管理を行っております。

② 市場価格の変動リスクの管理

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握しております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社は、財務部門にて定期的に資金計画を作成・更新するとともに、手元流動性を一定水準に維持することなど

により、流動性リスクを管理しています。

 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合は合理的に算定された価額が含まれて

います。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用することにより当該価

額が変動することもあります。　

　

２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。なお、時価を把握することが極め

て困難と認められるものは、次表には含まれておりません。

 

前連結会計年度(平成25年12月31日)

　 連結貸借対照表計上額 時価 差額

　 （千円） （千円） （千円）

（１）現金及び預金 555,487 555,487 －

（２）受取手形及び売掛金 2,582,310  －

　　　貸倒引当金(※) △11,479  －

 2,570,831 2,570,831 －

（３）短期貸付金 343 343 －

（４）敷金及び保証金 1,071,606 1,033,075 △38,530

（５）投資有価証券　　　    
　　　　その他有価証券 18,998 18,998 -

資産計 4,217,267 4,178,736 △38,530

（１）買掛金 335,376 335,376 －

（２）未払金 1,031,929 1,031,929 －

（３）短期借入金 260,273 260,273 －

（４）1年内返済予定の長期借入金 327,240 325,685 △1,554

（５）長期借入金 1,054,980 1,027,413 △27,566

負債計 3,009,799 2,980,676 △29,120
 

(※)受取手形及び売掛金に個別に計上している貸倒引当金を控除しています。
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当連結会計年度(平成26年12月31日)

　 連結貸借対照表計上額 時価 差額

　 （千円） （千円） （千円）

（１）現金及び預金 1,016,304 1,016,304 －

（２）受取手形及び売掛金 3,944,691  －

　　　貸倒引当金(※) △15,600  －

 3,929,091 3,929,091 －

（３）短期貸付金 6,806 6,806 －

（４）敷金及び保証金 1,081,029 976,859 △104,170

（５）投資有価証券　　　    
　　　　その他有価証券 22,136 22,136 －

資産計 6,055,368 5,951,198 △104,170

（１）買掛金 233,855 233,855 －

（２）未払金 1,642,889 1,642,889 －

（３）短期借入金 1,752,563 1,752,563 －

（４）1年内返済予定の長期借入金 673,512 673,513 1

（５）長期借入金 2,752,188 2,752,389 201

負債計 7,055,008 7,055,211 203
 

(※)受取手形及び売掛金に個別に計上している貸倒引当金を控除しています。

 

(注)１　金融商品の時価の算定方法に関する事項

資産

(１) 現金及び預金

　預金は全て短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(２) 受取手形及び売掛金

　受取手形及び売掛金はおおむね短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。

(３) 短期貸付金

　短期貸付金は全て短期間で回収されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。

(４) 敷金及び保証金

　敷金及び保証金はオフィスの敷金であり、時価はその将来キャッシュ・フローを残存期間に対応する国債の利回

りに信用リスクを加味したレートで割り引いた現在価値により算定しております。

(５) 投資有価証券

　投資有価証券のうち、取引所価格があるものは取引所価格により、取引所価格がないものはその将来キャッ

シュ・フローを残存期間に対応する国債の利回りに信用リスクを加味したレートで割り引いた現在価値により算定

しております。

　負債

(１) 買掛金、並びに（２）未払金

　買掛金、並びに未払金はおおむね短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(３) 短期借入金

　短期借入金は全て短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。

(４）1年内返済予定の長期借入金、並びに(５) 長期借入金

　1年内返済予定の長期借入金、並びに長期借入金の時価について、変動金利によるものは市場金利を反映してお

り、当社の信用状態の大きな変化はないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられ、当該帳簿価額に

よっております。固定金利によるものは、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り

引いて算定する方法によっております。
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(注)２ 市場価格がなく、将来キャッシュ・フローを合理的に見積もれないため、時価を把握することが極めて困難と

認められる金融商品の連結貸借対照表計上額は次のとおりです。上表の「資産（４）敷金及び保証金」及び「資産

（５）投資有価証券」には含まれていません。

  (単位：千円)

区分 平成25年12月31日 平成26年12月31日

敷金及び保証金 158,219 106,762

投資有価証券 194,685 1,100,918
 

 

(注)３　金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度(平成25年12月31日)

　 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

　 （千円） （千円） （千円） （千円）

（１）現金及び預金 555,487 － － －

（２）受取手形及び売掛金 2,582,310 － － －

（３）短期貸付金 343 － － －

（４）投資有価証券
　　　　その他有価証券

－
－ － －

合計 3,138,140 － － －
 

 

当連結会計年度(平成26年12月31日)

　 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

　 （千円） （千円） （千円） （千円）

（１）現金及び預金 1,016,304 － － －

（２）受取手形及び売掛金 3,944,691 － － －

（３）短期貸付金 6,806 － － －

（４）投資有価証券
　　　　その他有価証券

－ － － －

合計 4,967,801 － － －
 

 

(注)４　長期借入金の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度(平成25年12月31日)

　 １年以内 １年超２年以内２年超３年以内３年超４年以内４年超５年以内 ５年超

　 （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

長期借入金 327,240 327,240 275,240 271,040 123,460 58,000

合計 327,240 327,240 275,240 271,040 123,460 58,000
 

 

当連結会計年度(平成26年12月31日)

　 １年以内 １年超２年以内２年超３年以内３年超４年以内４年超５年以内 ５年超

　 （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

長期借入金 673,512 621,512 660,322 1,020,552 415,802 34,000

合計 673,512 621,512 660,322 1,020,552 415,802 34,000
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(有価証券関係)

１．その他有価証券

前連結会計年度(平成25年12月31日)

区分
連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(千円)

取得原価
(千円)

差額
(千円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

   

(1)　株式 18,900 17,910 990

(2)　債券 － － －

(3)　その他 － － ─

小計 18,900 17,910 990

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

   

(1)　株式 193,998 193,998 －

(2)　債券 － － －

(3)　その他 785 785 －

小計 194,783 194,783 －

合計 213,683 212,693 990
 

　
当連結会計年度(平成26年12月31日)

区分
連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(千円)

取得原価
(千円)

差額
(千円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

   

(1)　株式 22,112 13,958 8,154

(2)　債券 － － －

(3)　その他 － － －

小計 22,112 13,958 8,154

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

   

(1)　株式 1,100,156 1,100,160 △4

(2)　債券 － － －

(3)　その他 785 785 －

小計 1,100,941 1,100,945 △4

合計 1,123,054 1,114,903 8,150
 

　

２．連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度(平成25年12月31日)

区分 売却額(千円) 売却益の合計額(千円) 売却損の合計額(千円)

株式 13,193 9,325 ―
 

当連結会計年度(平成26年12月31日)

該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度
(平成25年12月31日)

当連結会計年度
(平成26年12月31日)

繰延税金資産   

未払事業税 35,286千円 32,332千円

賞与引当金 87,621千円 66,255千円

貸倒引当金 5,663千円 6,535千円

繰越欠損金 337,658千円 248,491千円

減損損失  40,348千円 36,958千円

固定資産未実現利益 13,683千円 7,422千円

資産除去債務 57,225千円 72,695千円

その他 164,168千円 206,545千円

繰延税金資産小計 741,656千円 677,236千円

評価性引当額 △465,504千円 △216,914千円

繰延税金資産合計 276,151千円 460,322千円
 

 

繰延税金負債   

資産除去債務 △6,055千円 △12,316千円

その他有価証券評価差額 △367千円 △1,154千円

その他 － △29,829千円

繰延税金負債合計 △6,422千円 △43,301千円

繰延税金資産純額 269,729千円 417,021千円
 

(注)法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

 「所得税法等の一部改正する法律」が平成26年３月31日に公布され、平成26年４月１日以後に開始する事業年

度から復興特別法人税が課されないことになりました。これに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金

負債の計算に使用した法定実効税率は、平成27年１月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異に

ついて、前事業年度の38.0%から35.6%に変更されております。

 なお、この税率変更による影響は軽微であります。

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前連結会計年度
(平成25年12月31日)

当連結会計年度
(平成26年12月31日)

法定実効税率 38.0％ 38.0％

(調整)   

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.8％ 1.7％

住民税均等割等 3.3％ 3.0％

評価性引当額増減 △26.4％ △21.8％

のれん償却 15.1％ 17.3％

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 1.0％ 1.1％

その他 2.0％ △2.3％

税効果適用後の法人税等の負担率 34.7％ 36.9％
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(企業結合等関係)

Ⅰ. 取得による企業結合

 
株式会社インタラックの株式取得　

　当社は、平成26年４月30日に、株式会社インタラックの発行済株式の100%を取得しております。当該取引の内容は

下記の通りです。　

　(１)企業結合の概要　

　①被取得企業の名称及びその事業の内容　　　

　被取得企業の名称　　株式会社インタラック

　　事業の内容　　学校向けALT配置事業、法人向け語学研修事業、

　　　　　　　　　人材紹介・派遣事業、その他外国語関連教育

 ②企業結合を行った主な理由

　株式会社インタラックは、昭和47年に創業し、法人向け語学研修事業で着実に実績を重ねてきました。1990年代半

ばに、業界で先駆けてALT(外国語指導助手)配置事業をスタートさせ、現在はALT配置事業を営む民間企業の間では業

界NO.1の地位を築いております。また、これまでの事業展開の中で培われた語学指導ノウハウや、外国人の採用力及

び労務管理力はインタラック社の貴重な財産となっています。これまでの事業に当企業グループの組織運営ノウハウ

が加われば、さらなる事業拡大の可能性も高まるものと考えています。

　今後、株式会社インタラックの子会社化により、当企業グループはグローバル関連事業の展開を推し進めて参りま

す。具体的には、法人向けに対して、グローバルな人材の育成事業を加速させます。現在、連結子会社である株式会

社リンクグローバルソリューションにて、異文化コミュニケーション研修を柱としたグローバル人材育成サービスの

提供を実現してまいります。さらには、日本での就労を希望する外国人との接点（約３万人）を活用することで、教

育関連事業や接客サービス事業における人材紹介・派遣事業も展開できるものと考えています。一方、個人向けには

現在、株式会社リンクアカデミーにて、アビバイングリッシュというブランドにてTOEIC講座を販売中ですが、今回の

子会社化により、グローバル人材力向上に向けてインタラック社の講師リソースを活用したワンストップでの語学

サービスの提供が可能になります。

　③企業結合日

　　平成26年４月30日

　④企業結合の法的形式

　　株式取得

 ⑤結合企業の名称

　　変更はありません。　

　⑥取得した議決権比率

　　100.0%　

　⑦取得企業を決定するに至った根拠

　　現金を対価とした株式取得により、当社が議決権の100％を取得したため。

  (２)連結財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間

平成26年４月１日をみなし取得日としているため、平成26年４月１日から平成26年12月31日までの業績を含めて

おります。

  (３)被取得企業の取得原価及びその内訳

　　　取得の対価　現金5,107,443千円

　　　取得原価　　　　5,107,443千円

　 (４)発生したのれん金額及び発生原因、償却方法及び償却期間

①発生したのれんの金額

　今回の株式取得により4,577,479千円ののれんが発生しております。

②発生原因

今後の事業展開・シナジー効果によって期待される将来の超過収益力の合理的な見積もりにより発生するもので

あります。

　 ③償却の方法及び償却期間

　   20年均等償却

　 (５) 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
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　     流動資産　　1,494,174千円

　     固定資産　　 238,994千円

　     資産計　　　1,733,168千円

　     流動負債　　1,113,113千円

　      固定負債　　　 90,090千円

　     負債計　　　1,203,204千円

 (６)企業結合が連結会計年度開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影響の

概算額及びその算定方法　

　　　　売上高　　　　　　　　　2,375,299千円

　　　　営業利益　　　　　　　　　110,191千円　

　　　　経常利益　　　　　　　　　 10,531千円

（概算額の算定方法）

　企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定して算定された売上高及び損益情報と、取得企業の連結損

益計算書における売上高及び損益情報との差額を、影響の概算額としております。

　なお、当該注記は監査証明は受けておりません。
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(資産除去債務関係)

　資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

 

　（1）当該資産除去債務の概要

当社及び当社グループは、建物所有者との間で不動産賃借契約を締結しており、賃借期間終了時に原状回復す

る義務を有しているため、契約及び法令上の義務に関して資産除去債務を計上しております。

　

　（2）当該資産除去債務の金額の算定方法

資産除去債務の見積りにあたり、使用見込期間は10年から60年、割引率は当該使用見込期間に見合う国債の流

通利回り（主に2.321％）を採用しております。

 

　（3）当該資産除去債務の総額の増減

 

 
前連結会計年度

(自 平成25年１月１日
至 平成25年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年１月１日
至 平成26年12月31日)

期首残高　 45,057千円 49,218千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 2,766千円 21,760千円

時の経過による調整額 1,395千円 2,495千円

資産除去債務の履行による減少額 －千円 △7,999千円

期末残高 49,218千円 65,474千円
 

 

(注)連結子会社の一部は、不動産賃貸借契約等に関する敷金及び保証金について、回収が最終的に見込めないと認

められる金額（賃借建物の原状回復費用）を合理的に見積もり、そのうち当連結会計年度の負担に属する金額

を費用計上する方法によっており、資産除去債務の負債計上は行っておりません。なお、当連結会計年度の負

担に属する金額は、見込まれる入居期間に基づいて算定しております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１ 報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、取り扱うサービスについて包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

当社グループは、サービスの提供形態を基礎とした事業別セグメントから構成されており、「ビジネス部門」及び

「コンシューマー部門」の２つを報告セグメントとしております。

「ビジネス部門」は、従業員・応募者・株主・投資家などの企業を取り巻くステークホルダーとのコミュニケー

ションに、企業変革に向けた基幹技術「モチベーションエンジニアリング」を適用し、企業の経営・成長をワンス

トップでサポートしております。「コンシューマー部門」は、その基幹技術である「モチベーションエンジニアリン

グ」を、スクール・学習塾・スポーツ・レストラン等の一般消費者を対象としたビジネスに適用し、サービスを展開

しております。

 

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債、その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」におけ

る記載と概ね同一であります。報告セグメントの利益は、連結損益計算書の売上総利益ベースの数値であります。

 

３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自 平成25年１月１日 至 平成25年12月31日)

   (単位：千円)

 
報告セグメント

調整額
(注)1

連結財務諸表計上額
ビジネス部門

コンシュー
マー部門

計

売上高      

　外部顧客への売上高 13,535,941 8,848,029 22,383,970 － 22,383,970

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

601,272 329,250 930,522 △930,522 －

計 14,137,214 9,177,279 23,314,493 △930,522 22,383,970

セグメント利益(注)２ 5,689,996 3,265,847 8,955,843 △213,672 8,742,170

セグメント資産 6,963,088 4,452,565 11,415,653 △1,044,256 10,371,397

セグメント負債 4,108,327 3,375,171 7,483,499 △906,958 6,576,541

その他の項目
　減価償却費

115,600 193,837 309,438 － 309,438
 

(注)１　調整額は、以下のとおりであります。

（１）セグメント利益の調整額△213,672千円は、セグメント間取引の消去であります。

（２）セグメント資産の調整額△1,044,256千円は、セグメント間取引の消去であります。

（３）セグメント負債の調整額△906,958千円は、セグメント間取引の消去であります。

（４）セグメント間取引の価格は、セグメント外取引と同じ決定方法を用いております。

　(注)２　セグメント利益は、売上総利益であります。
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当連結会計年度(自 平成26年１月１日 至 平成26年12月31日)

   (単位：千円)

 
報告セグメント

調整額
(注)1

連結財務諸表計上額
ビジネス部門

コンシュー
マー部門

計

売上高      

　外部顧客への売上高 21,163,660 7,710,102 28,873,762 － 28,873,762

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

368,517 719,130 1,087,647 △1,087,647 －

計 21,532,178 8,429,232 29,961,410 △1,087,647 28,873,762

セグメント利益(注)２ 7,750,558 3,031,871 10,782,429 △509,340 10,273,089

セグメント資産 14,377,253 4,227,380 18,604,634 △683,184 17,921,449

セグメント負債 8,752,606 2,918,153 11,670,760 △603,906 11,066,853

その他の項目
　減価償却費

201,401 282,375 483,776 － 483,776
 

(注)１　調整額は、以下のとおりであります。

（１）セグメント利益の調整額△509,340千円は、セグメント間取引の消去であります。

（２）セグメント資産の調整額△683,184千円は、セグメント間取引の消去であります。

（３）セグメント負債の調整額△603,906千円は、セグメント間取引の消去であります。

（４）セグメント間取引の価格は、セグメント外取引と同じ決定方法を用いております。

　(注)２　セグメント利益は、売上総利益であります。
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【関連情報】

前連結会計年度(自　平成25年１月１日　至　平成25年12月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

　　　本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 

(2) 有形固定資産

　　　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３  主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありませ

ん。

 

当連結会計年度(自　平成26年１月１日 至 平成26年12月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

　　　本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 

(2) 有形固定資産

　　　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省

　　略しております。

 

３  主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありませ

ん。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自　平成25年１月１日　至　平成25年12月31日)

     (単位：千円)

 

報告セグメント

その他 全社・消去 合計

ビジネス部門
コンシューマー

部門
計

減損損失 11,790 109,095 120,886 － － 120,886
 

 

当連結会計年度(自　平成26年１月１日 至 平成26年12月31日)

     (単位：千円)

 

報告セグメント

その他 全社・消去 合計

ビジネス部門
コンシューマー

部門
計

減損損失 － 23,881 23,881 － － 23,881
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【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度(自　平成25年１月１日　至　平成25年12月31日)

 
     (単位：千円)

 

報告セグメント

その他 全社・消去 合計

ビジネス部門
コンシューマー

部門
計

当期償却額 193,302 318,109 511,411 － － 511,411

当期末残高 1,313,251 2,508,493 3,821,745 － － 3,821,745
 

 

当連結会計年度(自　平成26年１月１日 至 平成26年12月31日)

 
     (単位：千円)

 

報告セグメント

その他 全社・消去 合計

ビジネス部門
コンシューマー

部門
計

当期償却額 365,427 310,215 675,642 － － 675,642

当期末残高 5,606,133 2,198,277 7,804,410 － － 7,804,410
 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。

 

【関連当事者情報】

　 該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

 

項目
前連結会計年度

(自　平成25年１月１日
至　平成25年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成26年１月１日
至　平成26年12月31日)

１株当たり純資産額 39円17銭 60円62銭

１株当たり当期純利益金額 8円59銭 8円60銭
 

(注)１　平成26年４月１日を効力発生日として普通株式１株を100株に株式分割を実施いたしました。そのため、１株

当たりの純資産額及び１株当たりの当期純利益金額については、前連結会計年度の期首に株式分割が行われた

と仮定して算定しております。

(注)２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載しておりませ

ん。

(注)３　１株当たり当期純利益の算定上の基礎

 

項目
前連結会計年度

(自　平成25年１月１日
至　平成25年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成26年１月１日
至　平成26年12月31日)

連結損益計算書上の当期純利益
(千円)

832,385 931,259

普通株式に係る当期純利益(千円) 832,385 931,259

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式の期中平均株式数(株) 968,800 108,207,372
 

 

 

 

(重要な後発事象)

　　　該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

 

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 260,273 1,752,563 0.50%  －

１年以内に返済予定の長期借入金 327,240 673,512 0.93% －

１年以内に返済予定のリース債務 65,125 109,070 2.73% －

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

1,054,980 2,752,188 0.85%
自 平成28年１月１日
至 平成33年５月20日

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く)

124,428 206,539 2.28%
自 平成28年１月１日
至 平成31年11月24日

その他有利子負債 － － － －

合計 1,832,046 5,493,872 － －
 

(注)１　「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

(注)２　長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における返済予定額は

以下のとおりであります。

 

区分
１年超２年以内
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
(千円)

長期借入金 621,512 660,322 1,020,552 415,802

リース債務 87,149 64,414 38,583 16,392
 

 

【資産除去債務明細表】

区分
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

不動産賃貸借契約に
伴う原状回復義務

49,218 24,255 7,999 65,474
 

 

(注)連結子会社の一部は、不動産賃貸借契約等に関する敷金及び保証金について、回収が最終的に見込めないと認

められる金額（賃借建物の原状回復費用）を合理的に見積もり、そのうち当連結会計年度の負担に属する金額

を費用計上する方法によっており、資産除去債務の負債計上は行っておりません。なお、当連結会計年度の負

担に属する金額は、見込まれる入居期間に基づいて算定しております。
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(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

 

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 (千円) 5,344,892 13,203,316 20,594,280 28,873,762

税金等調整前四半期
(当期)純利益金額

(千円) 246,563 551,020 763,654 1,477,044

四半期(当期)純利益
金額

(千円) 81,470 220,700 272,605 931,259

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 0.84 2.13 2.55 8.60
 

 

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり
四半期純利益金額

(円) 0.84 1.33 0.45 5.82
 

(注)平成26年4月1日を効力発生日として、普通株式1株を100株に株式分割を実施しました。そのため、1株当たりの純

資産額及び１株当たりの四半期（当期）純利益額については、連結会計年度の期首に株式分割が行われたと仮定して

算定しております。
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成25年12月31日)
当事業年度

(平成26年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 123,129 105,268

  売掛金 ※１  988,690 ※１  1,134,041

  仕掛品 230,221 315,613

  貯蔵品 8,552 10,236

  前払費用 60,462 124,339

  関係会社短期貸付金 134,550 105,200

  立替金 13,790 13,299

  繰延税金資産 39,362 34,507

  その他 84,140 89,438

  貸倒引当金 △1,670 △1,393

  流動資産合計 1,681,229 1,930,551

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物附属設備 197,425 337,676

    減価償却累計額 △122,436 △153,829

    建物附属設備（純額） 74,989 183,847

   工具、器具及び備品 284,606 319,151

    減価償却累計額 △251,347 △269,386

    工具、器具及び備品（純額） 33,258 49,764

   リース資産 62,851 96,093

    減価償却累計額 △36,601 △56,227

    リース資産（純額） 26,249 39,866

   有形固定資産合計 134,498 273,477

  無形固定資産   

   商標権 744 423

   ソフトウエア 93,035 120,937

   その他 317 14,317

   無形固定資産合計 94,097 135,679

  投資その他の資産   

   投資有価証券 188,900 1,095,646

   関係会社株式 4,565,735 9,609,910

   敷金及び保証金 384,193 384,194

   長期貸付金 19,600 19,600

   破産更生債権等 3,100 2,868

   その他 67,722 67,467

   貸倒引当金 △3,100 △2,868

   投資その他の資産合計 5,226,151 11,176,818

  固定資産合計 5,454,746 11,585,975

 繰延資産   

  株式交付費 － 10,910

  繰延資産合計 － 10,910

 資産合計 7,135,975 13,527,437
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成25年12月31日)
当事業年度

(平成26年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 ※１  305,036 ※１  362,811

  短期借入金 259,623 1,752,563

  関係会社短期借入金 2,187,994 2,796,248

  1年内返済予定の長期借入金 327,240 673,512

  リース債務 13,576 19,268

  未払金 ※１  378,838 ※１  259,675

  未払費用 16,573 13,732

  未払法人税等 65,410 51,160

  未払消費税等 15,142 56,587

  前受金 2,196 2,719

  賞与引当金 73,430 71,704

  その他 30,352 32,081

  流動負債合計 3,675,413 6,092,067

 固定負債   

  長期借入金 1,054,980 2,752,188

  繰延税金負債 5,599 11,922

  リース債務 13,829 21,721

  その他 29,159 45,524

  固定負債合計 1,103,568 2,831,356

 負債合計 4,778,982 8,923,423

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 979,750 1,380,610

  資本剰余金   

   資本準備金 734,595 1,135,455

   その他資本剰余金 － 1,011,193

   資本剰余金合計 734,595 2,146,648

  利益剰余金   

   利益準備金 3,750 3,750

   その他利益剰余金   

    繰越利益剰余金 1,370,738 1,073,052

   利益剰余金合計 1,374,488 1,076,802

  自己株式 △731,840 △44

  株主資本合計 2,356,993 4,604,016

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 － △2

  評価・換算差額等合計 － △2

 純資産合計 2,356,993 4,604,013

負債純資産合計 7,135,975 13,527,437
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②【損益計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 平成25年１月１日
　至 平成25年12月31日)

当事業年度
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年12月31日)

売上高 5,019,029 5,451,450

売上原価 ※2  1,905,542 ※2  2,186,943

売上総利益 3,113,486 3,264,506

販売費及び一般管理費 ※1，2  2,669,147 ※1，2  2,949,070

営業利益 444,339 315,436

営業外収益   

 受取利息 16,464 2,812

 受取配当金 115 98

 受取手数料 696 9,016

 その他 2,568 1,682

 営業外収益合計 19,844 13,610

営業外費用   

 支払利息 61,742 74,542

 その他 506 3,194

 営業外費用合計 62,249 77,736

経常利益 401,934 251,309

特別利益   

 投資有価証券売却益 9,325 －

 特別利益合計 9,325 －

特別損失   

 固定資産除却損 ※3  74,472 －

 減損損失 11,790 －

 その他特別損失 33 －

 特別損失合計 86,296 －

税引前当期純利益 324,963 251,309

法人税、住民税及び事業税 146,529 114,683

法人税等調整額 △640 11,178

法人税等合計 145,889 125,862

当期純利益 179,074 125,447
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【製造原価明細書】

 

  
前事業年度

(自　平成25年１月１日
至　平成25年12月31日)

当事業年度
(自　平成26年１月１日
至　平成26年12月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ　労務費   257,772 12.6 321,579 14.2

Ⅱ　経費 ※１ 1,794,527 87.4 1,950,756 85.8

　　当期総製造費用  2,052,299 100.0 2,272,335 100.0

　　期首仕掛品たな卸高  83,464  230,221  

　　　合計  2,135,764  2,502,556  

　　期末仕掛品たな卸高  230,221  315,613  

　　当期製品製造原価  1,905,542  2,186,943  

      
 

　(注)１　主な内訳は、次のとおりであります。

前事業年度
(自　平成25年１月１日
至　平成25年12月31日)

当事業年度
(自　平成26年１月１日
至　平成26年12月31日)

※１　経費の主な内訳は次のとおりであります。

業務委託費 1,319,794千円

出張旅費  34,808千円

会場費 257,922千円
 

　

※１　経費の主な内訳は次のとおりであります。

業務委託費 1,482,520千円

印刷費 25,391千円

会場費 257,997千円
 

　
 

（原価計算の方法）

　実際原価による個別原価計算を採用しております。

EDINET提出書類

株式会社リンクアンドモチベーション(E05727)

有価証券報告書

69/84



③【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 平成25年１月１日　至 平成25年12月31日)

 (単位：千円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本剰余

金
資本剰余金合計 利益準備金

その他利益剰余

金 利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当期首残高 979,750 734,595 - 734,595 3,750 1,482,303 1,486,053

当期変動額        

新株の発行 - - - - - - -

自己株式の処分 - - - - - - -

自己株式の取得 - - - - - - -

剰余金の配当 - - - - - △290,640 △290,640

当期純利益 - - - - - 179,074 179,074

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

- - - - - - -

当期変動額合計 - - - - - △111,565 △111,565

当期末残高 979,750 734,595 - 734,595 3,750 1,370,738 1,374,488
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算差額

等合計

当期首残高 △731,840 2,468,558 2,253 2,253 2,470,812

当期変動額      

新株の発行 - - - - -

自己株式の処分 - - - - -

自己株式の取得 - - - - -

剰余金の配当 - △290,640 - - △290,640

当期純利益 - 179,074 - - 179,074

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

- - △2,253 △2,253 △2,253

当期変動額合計 - △111,565 △2,253 △2,253 △113,819

当期末残高 △731,840 2,356,993 - - 2,356,993
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 当事業年度(自 平成26年１月１日　至 平成26年12月31日)

 (単位：千円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本剰余

金
資本剰余金合計 利益準備金

その他利益剰余

金 利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当期首残高 979,750 734,595 - 734,595 3,750 1,370,738 1,374,488

当期変動額        

新株の発行 400,860 400,860 - 400,860 - - -

自己株式の処分 - - 1,011,193 1,011,193 - - -

自己株式の取得 - - - - - - -

剰余金の配当 - - - - - △423,133 △423,133

当期純利益 - - - - - 125,447 125,447

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

- - - - - - -

当期変動額合計 400,860 400,860 1,011,193 1,412,053 - △297,686 △297,686

当期末残高 1,380,610 1,135,455 1,011,193 2,146,648 3,750 1,073,052 1,076,802
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算差額

等合計

当期首残高 △731,840 2,356,993 - - 2,356,993

当期変動額      

新株の発行 - 801,720 - - 801,720

自己株式の処分 731,840 1,743,033 - - 1,743,033

自己株式の取得 △44 △44 - - △44

剰余金の配当 - △423,133 - - △423,133

当期純利益 - 125,447 - - 125,447

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

- - △2 △2 △2

当期変動額合計 731,795 2,247,023 △2 △2 2,247,020

当期末残高 △44 4,604,016 △2 △2 4,604,013
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１　資産の評価基準及び評価方法

イ　有価証券

 子会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

 その他有価証券

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

ロ　たな卸資産

個別法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)を採用しております。

 

２　固定資産の減価償却の方法

イ　有形固定資産

　定率法によっております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物付属設備３～18年

　工具器具備品２～20年

ロ　無形固定資産

　定額法によっております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

ハ　リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 

３　引当金の計上基準

イ　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

ロ　賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。
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４　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理

　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

 

(会計方針の変更)

該当事項はありません。

 

(表示方法の変更)

貸借対照表、損益計算書、株主資本変動計算書、有形固定資産等明細表、引当金明細表については、財務諸表等規則

第127条第１項に定める様式に基づいて作成しております。

　また、財務諸表等規則第127条第２項に掲げる各号の注記については、各号の会社計算規則に掲げる事項の注記に変

更しております。

 

以下の事項について、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第８条の６に定めるリース取引に関する注記については、同条第４項により、記載を省略しており

ます。　

・財務諸表等規則第８条の28に定める資産除去債務に関する注記については、同条第２項により記載を省略しており

ます。　

・財務諸表等規則第68条の４に定める１株当たり純資産額の注記については、同条第３項により、記載を省略してお

ります。

・財務諸表等規則第95条の５の２に定める１株当たり当期純損益金額に関する注記については、同条第３項により、

記載を省略しております。

・財務諸表等規則第107条に定める自己株式に関する注記については、同条第２項により、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第121条第１項第１号に定める有価証券明細表については、同条第３項により、記載を省略しており

ます。
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(貸借対照表関係)

※１　(関係会社に対する資産及び負債)

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれているものは、次のとおりであります。

 
前事業年度

(平成25年12月31日)
当事業年度

(平成26年12月31日)

短期金銭債権 27,089千円 116,394千円

短期金銭債務 488,631千円 452,752千円
 

 

(損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費の主な内訳は、次のとおりです。

 
前事業年度

(自 平成25年１月１日
至 平成25年12月31日)

当事業年度
(自 平成26年１月１日
至 平成26年12月31日)

従業員給与 585,011千円 632,811千円

賞与引当金繰入額 918千円 31,335千円

減価償却費 60,848千円 98,404千円

貸倒引当金繰入額 41千円 △508千円

広告宣伝費 386,573千円 552,968千円
 

 

おおよその割合

　　　販売費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 18.4％　　　　　　　　　　　　　21.9％　　　　

　　　一般管理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 81.6％　　　　　　　　　　　　　78.1％

 
※２　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

 
前事業年度

(自 平成25年１月１日
至 平成25年12月31日)

当事業年度
(自 平成26年１月１日
至 平成26年12月31日)

売上高 128,728千円 454,504千円

仕入高 1,380,331千円 1,590,658千円

販売費及び一般管理費 688,650千円 855,681千円

営業取引以外の取引高 12,558千円 24,059千円
 

※３　固定資産除却損の主な内訳は次のとおりです。

 
前事業年度

(自 平成25年１月１日
至 平成25年12月31日)

当事業年度
(自 平成26年１月１日
至 平成26年12月31日)

建物附属設備 8,282千円 －千円

ソフトウエア 65,183千円 －千円
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(有価証券関係)

子会社株式は、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認められるため、子会社株式の時価を記載して

おりません。

　なお、時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式の貸借対照表計上額は次のとおりです。

  (単位：千円)

区分 平成25年12月31日 平成26年12月31日

子会社株式 4,565,735 9,609,910

　計 4,565,735 9,609,910
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

(平成25年12月31日)
当事業年度

(平成26年12月31日)

(繰延税金資産)   

未払事業税 6,318千円 4,586千円

賞与引当金 27,910千円 25,555千円

貸倒引当金 1,371千円 1,263千円

減損損失 19,146千円 19,146千円

資産除去債務 10,392千円 16,224千円

その他 6,607千円 3,975千円

繰延税金資産小計 71,746千円 70,753千円

評価性引当額 32,384千円 36,244千円

繰延税金資産合計 39,362千円 34,508千円
 

 

 
前事業年度

(平成25年12月31日)
当事業年度

(平成26年12月31日)

(繰延税金負債)   

　資産除去債務 △5,599千円 △11,923千円

繰延税金負債合計 △5,599千円 △11,923千円

繰延税金資産純額 33,762千円 22,585千円
 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前事業年度

(平成25年12月31日)
当事業年度

(平成26年12月31日)

法定実効税率 38.0％ 38.0％

(調整)   

交際費等永久に損金に算入されない項目 5.3％ 6.3％

住民税均等割等 1.5％ 1.9％

評価性引当額増減 0.2％ 2.6％

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 －％ 0.9％

その他 △0.1％ 0.4％

税効果適用後の法人税等の負担率 44.9％ 50.1％
 

(注)法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部改正する法律」が平成26年３月31日に公布され、平成26年４月１日以後に開始する事業年度

から復興特別法人税が課されないことになりました。これに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の

計算に使用した法定実効税率は、平成27年１月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異について、前

事業年度の38.0%から35.6%に変更されております。

　なお、この税率変更による影響は軽微であります。
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④ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

 

資産の種類
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高
(千円)

有形固定資産        

　建物附属設備 197,425 140,935 684 337,676 153,829 31,505 183,847

　工具、器具
　及び備品

284,606 34,544 － 319,151 269,386 18,039 49,764

　リース資産 62,851 33,242 － 96,093 56,227 19,625 39,866

有形固定資産計 544,883 208,722 684 752,921 479,443 69,170 273,477

無形固定資産        

　商標権 744 － － 423 － 320 423

　ソフトウエア 93,035 58,573 － 120,937 － 30,671 120,937

　ソ フ ト ウ ェ ア
仮　
　勘定

－ 14,000 － 14,000 － － 14,000

　その他  317 － － 317 － － 317

無形固定資産計 94,097 72,573 － 135,679 － 30,991 135,679
 

(注)　1.当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。

建物附属設備　　　　福岡拠点の資産取得による増加　　　　　　　　　　　36,464千円

　　　　　　　　　　名古屋拠点の資産取得による増加　　　　　　　　　　33,491千円

　　　　　　　　　　銀座三丁目ビルの資産取得による増加　　　　　　　　27,022千円

　　　　　　　　　　自由が丘拠点の資産取得による増加　　　　　　　　　20,466千円

工具器具及び備品　　銀座三丁目ビルの資産取得による増加　　　　　　　　11,778千円

　　　　　　　　　　福岡拠点の資産取得による増加　　　　 　　　　　　　8,500千円

　　　　　　　　　　銀座本社の資産取得による増加　　　　 　　　　　　　5,937千円　

リース資産　　　　　東京本社・関西支社複合機取得による増加　　　　　　33,242千円　

ソフトウェア　　　　全社基幹システムの回収による増加　　　　　　　　　27,886千円

　　　　　　　　　　組織診断サーベイシステムの改修による増加　　　　　22,187千円

　　　　　　　　　　採用アウトソース事業のシステム開発による増加　　　 8,500千円　　

ソフトウェア仮勘定　全社基幹システムの改修による増加　　　　　　　　　14,000千円　

 

【引当金明細表】

 

区分
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 4,770 2,646 － 3,154 4,262

賞与引当金 73,430 71,704 73,430 － 71,704
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

　　連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 
(3) 【その他】

　該当事項はございません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

平成26年12月31日現在

事業年度 １月１日から12月31日まで

定時株主総会 毎年事業年度末日から３ヶ月以内に招集

基準日 12月31日

剰余金の配当の基準日
６月30日
12月31日
上記のほか、基準日を定めて剰余金の配当をすることができる

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

　　取扱場所 －

　　株主名簿管理人 －

　　取次所 －

　　買取手数料 －

公告掲載方法
電子公告とし、次の当社ホームページに掲載します。（http://www.lmi.ne.jp/）
ただし、やむを得ない事由により、電子公告によることができない場合は、日本経済
新聞に掲載します。

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７ 【提出会社の参考情報】

　

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

 

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに有価証券報告書の確認書

事業年度 第14期(自　平成25年１月１日　至　平成25年12月31日)を平成26年３月17日に関東財務局長に提出。

 

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

事業年度 第14期(自　平成25年１月１日　至　平成25年12月31日)を平成26年３月17日に関東財務局長に提出。

 

(3) 四半期報告書、四半期報告書の確認書

第15期第１四半期(自　平成26年１月１日　至　平成26年３月31日)を平成26年５月９日に関東財務局長に提出。

第15期第２四半期(自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日)を平成26年８月８日に関東財務局長に提出。

第15期第３四半期(自　平成26年７月１日　至　平成26年９月30日)を平成26年11月14日に関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 

平成27年３月16日

株式会社リンクアンドモチベーション

取締役会　御中

 

あ ら た 監 査 法 人
 

 

指定社員

業務執行社員
  
公認会計士　　山 　本 　昌　 弘　　㊞

 

 

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社リンクアンドモチベーションの平成26年１月１日から平成26年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッ

シュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監

査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する

内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社リンクアンドモチベーション及び連結子会社の平成26年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社リンクアンドモチ

ベーションの平成26年12月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、株式会社リンクアンドモチベーションが平成26年12月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であ

ると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の

基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと

認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

（注）１. 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。

   ２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 

平成27年３月16日

株式会社リンクアンドモチベーション

取締役会　御中

 

あ ら た 監 査 法 人
 

 

指定社員

業務執行社員
  
公認会計士　　山 　本 　昌　 弘　　㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社リンクアンドモチベーションの平成26年１月１日から平成26年12月31日までの第15期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表につ

いて監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社リンクアンドモチベーションの平成26年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をす

べての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上
　

 

（注）１. 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。

   ２. XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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